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越前市総合計画は、越前市が目指す将来像の実現に向けて、総合的かつ計画

的なふるさとづくりを推進するための市政運営の指針であり、市民や団体、事

業者等と行政が、それぞれの役割を担いながら、参画、協働してふるさとづくり

に取り組むための共通のビジョンとなるものです。 

 本市は、平成１９年（２００７年）３月に策定した「越前市総合計画」以降、

現在まで、基本理念に「自立と協働」、重点目標に「定住化の促進」を掲げ、将

来像である「元気な自立都市 越前」の実現を目指したふるさとづくりに取り

組んできました。 

 しかし、近年、国内全体の人口減少と少子高齢化の進展、地球温暖化の進行と

自然災害の頻発化・激甚化、新型コロナウイルス感染症の感染拡大をはじめと

した新たな社会的脅威の出現、北陸新幹線や中部縦貫自動車道の県内開業など

の高速交通網の整備、情報通信技術（ＩＣＴ）などの急速な技術革新、国の地方

創生やデジタル田園都市国家構想の取組みなど、本市を取り巻く社会潮流は大

きく変化しています。 

 また、本市の人口は、平成１７年（２００５年）の８７，７４２人をピークに

年々減少し、国立社会保障・人口問題研究所は、２０４０年には６万人強とな

り、高齢化率は３８％になると推計しています。 

今後、北陸新幹線が東京と大阪を直結し、中部縦貫自動車道や国道４１７号

が中京方面を、舞鶴若狭自動車道が４車線化され関西方面をつなぐなど、高速

交通と物流ネットワークが整備されることから、本市は重要な交通結節点とな

ります。 

 このような状況を踏まえ、これまで進めてきたふるさとづくりを継承しつつ、

さらなる進化と深化のために、様々な社会経済情勢の変化や時代の潮流、直面

する課題などに的確に対応した新たなふるさとづくりのビジョンとして、「越前

市総合計画２０２３」を策定します。 

  

第１章 計画策定の趣旨 
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 今回の市総合計画は、２０４０年（令和２２年）に向け、本市の課題解決のための政

策を積み上げた「課題解決型」の総合計画とします。 

本市では、人口減少や少子高齢化、高速交通網の整備、脱炭素化、デジタル化など社

会・経済情勢が大きく変化していく中で、市民が抱える様々な課題や、ふるさとづくり

の課題を解決し、中長期的に本市の活力と元気を維持・拡大させていくことが必要で

す。 

そのために、市民の皆さんが抱える課題をお聞きし、様々な統計データなどを収集・

分析し、課題解決のための政策を積み上げ、計画として取りまとめました。 

 

市総合計画の構成については、「基本構想」と「基本計画」の２層とします。 

 

「基本構想」では、２０４０年（令和２２年）までの概ね２０年間の中長期的な視点

に立って、総合的かつ戦略的な市政運営の指針として、本市の将来像と、６つの取り組

むテーマを定めています。 

 

「基本計画」では、２０４０年（令和２２年）の本市の将来像を見据えながら、２０

２３年度（令和５年度）から２０２７年度（令和９年度）までの５年間の短期的な視点

に立って、基本構想を実現するために取り組む具体的な政策を定めています。併せて、

この５年間において、２０４０年の将来像を実現するために、特に優先的、重点的に取

り組む、１２の「チャレンジプロジェクト」を定めています。 

 

今回の市総合計画の策定にあたっては、２０４０年の本市の将来像を実現するため

に、「ウェルビーイング（幸せ実感）」を基本理念に据えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本構想     

基本計画     

総合計画の構成    

２０４０年の将来像 

５年間の具体的な施策 

第２章 策定の考え方 

 

（２０２３～２０２７年度） 
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 本市が抱える課題については、「地域ミーティング」や「ふるさとミーティング」、ワ

ークショップなどの直接ご意見をいただく場や、市民意識調査、高校生と大学生への

アンケートや市ホームーページからの意見などを通して、市民の皆さんが抱える課題

をお聞きし、集約し、その結果を反映しました。 

市民の皆さんの課題については、基本計画における政策シートの「現状と課題」と付

属資料に記載しています。 

 

４月下旬から５月にかけて、満１８歳以上の市民４,０００人を対象に、「市民意識

調査」を実施しました。 

この調査では、本市での居住の意向、現在の施策への満足度や重要度、本市の将来

像、さらにウェルビーイングの観点から、自分らしく居られる居場所と自分の可能性

を引き出し表現できる舞台の実感度合いについて、お聞きしました。 

 

５月から８月にかけて、市内１７地区を８ブロックに分け、「地域ミーティング」を

開催し、各地区の自治振興会での取組みや地域の抱える課題をお聞きしました。 

 

各種団体と市長とが意見交換をする「ふるさとミーティング」においても、団体の抱

える課題や今後の取組みなどについて、お聞きしました。 

 

市内高校に通う高校生や、子育て世代、若手の経営者や労働者の皆さんと、「みんな

で考えよう！越前市の未来」をテーマに、ワークショップを開催し、参加者の皆さんが

考える本市の課題などについて、話し合いました。 

冒頭、本市の人口減少と少子高齢化の動向や高速交通網の整備などについて提起し、

ワークショップでは本市の強みと弱み、将来像について意見交換し、グループごとに

発表していただきました。 

 

仁愛大学の学生からも、講義において本市の課題や対応策について提案をいただき、

学生の皆さんへのアンケート調査も実施しました。 

 

 市民の皆さんからお聞きした課題、本市がこれまで取り組んできた行政運営での課

題、国や県で対応している課題などについて、次のとおり５つの区分で整理し、分析し

ました。  

第３章 本市が抱える課題の集約と分析 
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（１）人口の構造 

 

①人口の推移 

・本市の人口は、国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、２０４０年（令和２

２年）には６０，６６４人なると、予測されています。 

・この人数は、１９２６年（昭和元年）に近い人口です。 

 

 

 

②人口構造での比較 

・人口構造では、少子高齢化が進行し、富士山型から、釣鐘型、つぼ型へ変化すると予

測されています。 
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③人口構成の推移 

・生産年齢人口（１５～６４才）は、２０００年（平成１２年）をピークに減り続けて

います。 

・老年人口（６５才以上）は、２０４０年（令和２２年）にピークを迎え、高齢化率は

３８％になると予測されています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④外国人の移住 

・生産年齢人口の減少については、外国人の移住によりカバーされています。 
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・人口減少や人口構造の変化に伴い、高齢化率の上昇による年金、医療費の増大、生産

年齢人口の減少による経済規模の縮小、税収の減少、社会保障制度の持続可能性の

リスク、社会の活力の低下など様々な課題が出てきます。 

 

 

（２）まちの構造 

 

①都市構造 

・これまでの市都市計画マスタープランに基づき、旧武生市の川西と旧今立町を含む

川東を戸谷片屋線で接続し、東西の連携軸を形成するとともに、旧丹南広域農道と

戸谷片屋線を接続し、市街地における道路環状網を形成してきました。また、平成２

６年から武生中央公園を再整備し、中心市街地の玄関口を創出しました。 

・２０２４年（令和６年）春には北陸新幹線越前たけふ駅が開業し、広域交通網の結節

点となる新たなエリアが形成されます。 

・市都市計画マスタープランを改定し、都市構造の変化に対応した目指すべき将来都

市像を検討していくことが必要です。 

 

②都市インフラ 

・道路交通網の整備により市道の延長が増加するとともに、これまでに整備した道路

施設や橋梁などの老朽化により、維持管理費の増加が見込まれます。 

・今後の都市インフラについては、計画的・効率的に整備、維持管理、更新していくこ

とが必要です。 
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③地域交通 

・１世帯当たりの自動車保有台数は、福井県が全国１位であり、車への依存が高い状

況にあります。 

・地球温暖化の進行や公共交通機関の衰退を防ぐため、公共交通機関と車を適切に使

い分けることが必要です。 

・高齢化の急速な進展により手軽で乗りやすいデマンド型交通の需要や、北陸新幹線

越前たけふ駅の開業に伴う来訪者の移動ニーズへの対応が求められています。 

・交通不便地域に住む高齢者や高校生などに向けて、通院や買い物、通学のための移

動支援が求められています。 

・多様な交通手段の組み合わせにより、持続可能な地域交通ネットワークを整備し、

充実させていくことが求められています。 

・中心市街地でのウォーカブルなまちづくりを推進していくために、新たな地域交通

を検討することが必要です。 

 

④防災・減災  

・地球温暖化に伴う気候変動の影響により、水災害や土砂災害が激甚化、頻発化し、災

害発生のリスクが増大しています。 

・計画的な河川改修や水路改修、砂防施設の整備や土砂災害特別警戒区域内の住宅移

転や補強を進めるなどの土砂災害対策に取り組むことが必要です。 

・冬期間の積雪に対応するため、中心市街地と東部地域を結ぶ東西アクセス道路や緊

急輸送路などの主要幹線で、消雪施設の設備を進めています。 

 

 

（３）産業の構造 

 

① 産業 

・製造品出荷額等は、県内トップで全体の３割を占め、北陸で富山市に次ぐ２位です。 

・卸小売業の売上高は、近隣の鯖江市や敦賀市よりも高い状況にあるものの、市外で

の買い物や観光などにより流出する額は、市内総生産額の１割程度の４６０億円と

試算され、市内で生み出される所得を市内で消費するように促す必要があります。 

・小売業では、事業所数、従業者数、年間商品販売額は持ち直していますが、経営者の

高齢化が進み、事業承継が課題となっています。 

・産業別生産額は、電気機械、電子部品・デバイス、輸送用機械が突出して高くなって

います。これらの製造業が特に盛んなことなどにより、有効求人倍率が高く、市内事

業所では労働力確保が課題となっています。 
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農業，林業 漁業 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業 製造業 電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業 運輸業，郵便業 卸売業，小売業

金融業，保険業 不動産業，物品賃貸業 学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業 生活関連サービス業，娯楽業 教育，学習支援業

医療，福祉 複合サービス事業 サービス業（他に分類されないもの）

・伝統産業では、越前打刃物は海外を含め一定の需要がありますが、越前和紙や越前

箪笥では新たな需要開拓に取り組むことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②農林業 

産業大分類別に見た売上高の構成比 

出典：ハローワーク武生 雇用失業情勢 

出典：総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工 

有効求人倍率、有効求職及び有効求人倍率の推移 
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・担い手農家への農地集積率は７割に達し、大規模経営が進んでいますが、中山間地

域の条件不利地では、集積化が進まず、耕作放棄地が拡大しています。 

・担い手農家である認定農業者の高齢化が進んでおり、後継者育成が必要です。 

・本市の農業は稲作が中心であり、園芸や畜産は減少傾向にあります。 

・今後の農林業においては、生産性向上と経営規模拡大を促進していくために、作

業機械やロボットなどによる省力化・無人化、ビッグデータの解析による栽培管

理の適正化、ＡＩによる熟練者の栽培ノウハウの伝承などに取り組むべきです。 

・農業経営を安定させるために、有機栽培米など、健康・安全志向で付加価値の高い

農産物の生産や地域ブランド化に取り組むことが必要です。 

・林業については、木材の需要低迷やコスト上昇に伴う採算性の悪化、林業従事者の

高齢化、森林整備意識の低下や関心の希薄化で、林業従事者が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

   

 

 

（出典：農林業センサス、越前市調査）  （出典：越前市調査）  

特別栽培米の作付面積 

農家戸数と農地集積率 認定農業者の平均年齢 
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（４）人流の構造 

 

①高速交通網 

・本市を取り巻く高速交通網は、２０２３年（令和５年）の国道４１７号冠山峠道路の

開通、２０２４年（令和６年）春の北陸新幹線県内開業、２０２６年(令和８年)の中

部縦貫自動車道の開通が予定され、首都圏を中心に様々な方面からの新たなアクセ

スによる人流が見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②観光客の入込状況 

・観光入込客数は、武生中央公園だるまちゃん広場がオープンした平成３０年（２０

１８年）以降に大きく増加していますが、観光の観点からみると、市民の来場者が多

く、市外や県外からの観光客は少ない状況であり、この広場以外の観光地では微増

となっています。 

・主要観光地への入込数を県外客と県内客の比率でみると、県外客の取り込みが県内

９市で最も低くなっており、誘客の強化が重要な課題です。 

・越前たけふ駅の開業に伴い、丹南エリアの玄関口として、観光コンテンツの充実、宿

泊先や二次交通の充実、広域観光での連携などが不可欠です。 

 

-11-
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（出典：福井県観光客入込数） 

令和３年度 観光客入込数の県内外客の割合 

越前市の年別観光客入込数 

調査対象：武生中央公園、しきぶ温泉湯楽里、越前そばの里、 

越前和紙の里、万葉の里ほか 

※観光客入込数は、市民の来訪者も含む 

（出典：福井県観光客入込数） 
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（５）行財政の構造 

 

・２０４０年（令和２２年）には、人口が２万１千人（約２５％）減少することが見込

まれています。そのため、個人市民税や固定資産税の減少、地方交付税や地方消費税

交付金の減少など、多くの税目で減収が見込まれています。 

・今後の人口減少を見据え、経常収支比率、実質公債費比率、将来負担比率といった財

政指標や、財政調整基金残高の動向に注視しながら、引き続き行財政構造改革プロ

グラムにおいて財政状況を管理していく必要があります。 

・市民サービスや市民の利便性向上を図るため、デジタル田園都市国家構想に関連し

て、自治体ＤＸ化を積極的に進めていく必要があります。 

・行政と民間が連携（ＰＰＰ／ＰＦＩ）して、民間投資を促し、それぞれがお互いの強

みを生かすことによって最適な公共サービスを提供し、地域の価値や住民満足度の

最大化を図ることが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10

15
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25

30

35

10%

15%

20%

25%

30%

35%

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

財政調整基金残高と実質公債費比率の推移

実質公債費比率 財政調整基金残高

(億円) 

●財政調整基金残高…年度間の財源不足に備え、決算剰余金等を積み立てて財源不足となる年度に備える目的の基金。 

●実質公債費比率…地方公共団体の標準的な財政規模に対し、その地方公共団体の借入金(地方債)の返済額(公債費) 

が占める割合。通常、３年間の平均値を使用。 
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第１章 ２０４０年の越前市の将来像 

１ ふるさとづくりの理念 

２ めざす姿 

第２章 ２０４０年に向けて取り組むテーマ 

１ 地域の宝をブランドに 

２ 活力あふれる地域産業 

３ すこやかで幸せなくらし 

４ 未来へつづく子育て・教育 

５ 安全で安心して住み続けられるまち 

６ つながりが心地よいふるさと 

 

越前市総合計画 2023 

基本構想 
２０４０年に向けて 
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人口減少と少子高齢化が進展する中で、２０４０年までの概ね２０年間に、社会・経

済情勢や人々のライフスタイルも大きく変化することが推測されます。２０４０年に

向けての本市の将来像として、次のようにイメージします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第１章 ２０４０年の越前市の将来像 

 

基 本 構 想 

＜ 2040 年に向けて ＞ 

ふるさとづくりの理念 ３つのめざす姿 ６つのテーマ 

～ ウェルビーイングの越前市 ～ 

幸せを実感できる ふるさと 
１００年人生の幸福実現 

３ すこやかで幸せなくらし 
１０万人の元気と活力 

１０００年未来につなぐ 
 ふるさとづくり 

１ 地域の宝をブランドに 

宝を磨き、つなぎ、発信し、 
地域ブランドを創出する 

２ 活力あふれる地域産業 

地域産業をさらに活性化し、 
ふるさとの活力を高める 

幸せな１００年人生を支える
健康長寿に取り組む 

４ 未来へつづく子育て・教育 

子どもたちが夢を持って、 
健やかに育つよう応援する 

５ 安全で安心して住み続けられるまち 

安全安心で、快適に、 
暮らせるまちをつくる 

６ つながりが心地よいふるさと 

地域の人が支え合い、あたた
かなふるさとづくりを進める 
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（１）ふるさとづくりの理念 

 

幸せを実感できる ふるさと 

 ～ ウェルビーイングの越前市 ～ 

 

 

越前市には、多くの歴史と文化があります。そして、多様な才能を持った人々、

四季折々を彩る美しい自然、風土に根差した景観、風習、祭りや郷土料理、さら

に、伝統産業から先端産業までのモノづくりなど、これらの誇るべき文化は、本

市にとっての「宝」です。 

市民一人ひとりが、地域の宝を認識し、誇りをもち、磨き上げ、輝かせ、魅力

あるものにして、全国に、そして世界に発信していきます。このことで、わたし

たち市民が、ふるさとへの愛着や誇りを持ち、住み続けたいと思えるふるさと

づくりに取り組んでいきます。 

 また、新たな文化を創造し、自然と調和し、発展するふるさとづくりに、市

民・団体・企業・行政が一体となって取り組み、未来の子どもたちのために、わ

たしたちのふるさとを引き継いでいきます。 

わたしたちは、ふるさと越前市で、１００年人生を、元気と活力に満ちた地域

の産業で働き、健やかで幸せに暮らし、未来へつなげる子どもたちを大切にし、

安全で安心して住み続け、地域の人々とつながり、ウェルビーイング（幸せ実

感）を実現していきます。 

とりわけ、わたしたちのウェルビーイングを最大化できるよう、地域の人と

心地よくつながり、自分らしく居られる「居場所」と、自分の可能性を引き出し

表現できる「舞台」という２つの場を創出し、「幸せを実感できる ふるさと」を

目指します。 
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（２）めざす姿 

 

 ① １０万人の元気と活力 

 

２０４０年の本市人口は６万人程度になると、国立社会保障・人口問題研究

所は推計しています。人口減少や人口構造の変化は、生産活動や消費の停滞を

もたらし、社会保障費の増大につながり、地域経済は大きな影響を受けます。 

 一方で、２０４０年の高速交通網は、北陸新幹線によって東京と大阪へ直結

し、中部縦貫自動車道や国道４１７号が中京を、舞鶴若狭自動車道が４車線化

し関西をつなぎ、多方面への高速交通と物流ネットワークが整備され、本市は

重要な交通結節点として位置付けられています。 

本市では、積極的に少子化対策に取り組み、定住人口の増加を図るとともに、

ＵＩＪターンの推進、企業誘致による働く場の創出、外国人を含む労働者の転

入促進、観光やビジネスなどによる交流人口や、ふるさと納税などによる関係

人口を増大させ、人口が減少しても人口１０万人の元気と活力の維持を図り、

拡大に取り組んでいきます。 

 

② １００年人生の幸福実現 

 

日本人の平均寿命は食文化と医療の充実により伸び続け、２０４０年には女

性の平均寿命が９０才に近づき、厚生労働省では女性の２割が１００才まで、

男性の４割が９０歳まで生きると推計しています。 

本市では、０才児から１００才を超える高齢者までが、生涯心身ともに健康

な状態でいるために、子育てや教育の充実、若い頃からの健康づくりや、高齢者

のフレイル予防、市民が楽しめる居場所づくりなどにより、１００年人生の幸

福実感（ウェルビーイング）の実現に向け、取り組んでいきます。 

 

 ③ １０００年未来につなぐふるさとづくり 

 

自然災害の頻発化・激甚化、農地の耕作放棄地の拡大、有害鳥獣による被害

や、未だ収束しない新型コロナウイルス感染症をはじめとした新たな感染症、

地球温暖化による気候変動、食糧やエネルギーの確保など、世界情勢に連動し

た事象に対して、市民は安心と安全を求めています。 

本市では、誰もが安全で安心して市民生活を送れるよう、防災・減災への対

応、まちなかでの居住促進、地域交通の見直し、脱炭素化などに取り組み、ふる

さと１０００年の未来につなげていきます。 
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 「ウェルビーイング」とは 
  

１ 「ウェルビーイング」について 

「ウェルビーイング」とは、人の幸福、健康、福祉などを広範に包含する概念で

す。ＷＨＯ（世界保健機関）の憲章において、「健康とは、身体的・精神的・社会

的にウェルビーイングな状態」と定義され、広く認知されました。 

その後、人々や国などのウェルビーイングについての数値化が進み、国連では２

年毎に「世界幸福度報告」を行っており、日本は２０２２年で１４６国中５４位と

なっています。 

 

２ 背 景 

ウェルビーイングを国の政策に取り入れる動きは、１９７０年代のブータンでの

人々の幸せを重視する開発指針（ＧＮＨ）に始まり、最近ではニュージーランドの

「幸福予算」や、イギリスでの国民の幸福度測定など、各国で広まっています。 

日本でも、２０２１年６月に公表された「経済財政運営と改革の基本方針２０２

１（骨太の方針）」において、政府の各種基本計画にウェルビーイングに関するＫ

ＰＩ（重要業績評価指標）を設定することが示されました。さらに、地方のデジタ

ル化を進めることで地域課題を解決し、地方と都市の双方を豊かにすることを目

指す「デジタル田園都市国家構想」においても、ウェルビーイングの向上を通じて、

「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指すとしています。 

また、自治体においても、「ウェルビーイング」を政策に取り入れる考え方が広

がっています。 

 

３ 本市におけるウェルビーイング 

こうした中で、今回の市総合計画における「ウェルビーイング」は、全国共通の

標準的な「幸福」の項目を定め、統計的にデータ処理してランキングなどを行う客

観的「幸福度」に留まるものではなく、市民意識調査やミーティングなどにより、

市民の「希望」や「満足」を把握し、「わたしたちの幸せ」を捉えようとするもの

です。 

「わたしたちの
．．．．．．

ウェルビーイング」を理念とし、しっかり市民、そして地域の現

場に寄り添い把握することによって、「住んでいる人が誇りを持ち、住み続けたい、

帰ってきたい」と思えるふるさとづくりを進めていきます。 
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１ 地域の宝をブランドに 

～ 宝を磨き、つなぎ、発信し、地域ブランドを創出する 

 

・１５００年を超える歴史、文化、伝統産業を核とし、モノづくり、地域に根差した祭

りや食、豊かな自然など、本市には魅力的な宝があふれています。これらの地域の宝

を発掘し、磨き上げることが、地域のブランドにつながり、本市のブランド力を向上

させます。 

・市民が、地域への愛着や誇り、住み続けたいとの思いを抱き、地域を育くもうと主体

的に取り組むために、シビックプライドの醸成を図ります。 

・文化と産業をつなげ、創造の担い手が育つ、都市づくりを目指します。 

・古いものだけでなく、今ある素材を活かした新たな文化の創造を進めます。 

・メディアやＳＮＳなど多様な媒体を活用し、地域の宝を国内だけにとどまらず、世

界へ発信し、知ってもらい、人の流れを呼び込みます。 

・伝統工芸など手仕事を生かした認知度向上や、地域資源を活かした観光の魅力向上    

に取り組みます。 

・観光誘客による交流人口の創出や拡大を進め、地域での消費を促し、地域経済の活

性化を図ります。 

・ふるさと納税、農産物や製造品などを利活用する人々など、本市に関わりを持つ関

係人口との関係を深め、維持、継続していきます。 

・定住人口の維持に努め、まちの元気と活力の拡大を目指します。 

・学生Ｕターンの促進とともに。交流人口や関係人口の拡大を進めながら、ＵＩＪタ

ーン者の増加を図ります。 

・市章での、３つの太く流れるようなラインがイメージする、環境と共生した「自然」、

豊かな心と郷土の心を育む「温かさ」、自立と活気ある「発展性」を向上させていき

ます。 

 

 ※「地域のブランド力向上」とは、住み続けたい、帰ってきたい、行ってみたい、

住んでみたいと思う地域にすること。 

  

第２章 ２０４０年に向けて取り組むテーマ 
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２ 活力あふれる地域産業 

～ 地域産業をさらに活性化し、ふるさとの活力を高める 

 

・地域の活力の基礎となる地場産業のさらなる発展を図るとともに、多様な企業誘致

とオープンイノベーションなどの連携を促進し、新しい事業や新しい付加価値の創

出、新たな産業集積を推進します。 

・越前たけふ駅周辺エリアに、先端産業の研究施設や次世代交流拠点施設、商業施設、

物流施設、ホテル・飲食施設などを誘致し、地域産業の発展とにぎわいを創出しま

す。 

・中小・小規模事業者による、新たな商品開発や販路拡大、ＤＸによる生産性向上を積

極的に支援し、持続的発展を図ります。 

・若者、女性、外国人市民、ＵＩＪターン者などの多様な人材による起業・創業、事業

承継を支援します。 

・産業活力を充実させるため、生産年齢人口の維持・確保を図ります。 

・市内企業への就職・就業の支援により、働き手の確保を図ります。 

・高齢者、女性、外国人市民、障がい者などの多様な労働者の働きやすい環境づくりを

進めます。 

・地域の特性ある伝統産業において、顧客や専門業者のニーズにマッチした新商品開

発、海外への販路拡大、後継者育成、原材料確保などを支援します。  

・農林業が元気であり続けるために、担い手育成や経営安定、地産地消を推進します。 

・本市の農業の特徴である環境調和型農業や有機農業のさらなる推進に取り組みます。 

・圃場の大区画化、自動運転の農業用機械などを活用したスマート農業を推進します。 

・有機農産物の６次化商品を開発するとともに、マーケティングに取り組みます 

・農村が持つ国土保全、水源かん養、生物多様性の保全、良好な景観形成などの様々な

役割を、今後とも維持していく必要があります。 

・林業において、「産業」、「防災」、「保全と活用」と地球温暖化防止の観点から、森林

整備に取り組みます。 

・環境への負担の少ない持続可能な社会を構築していきます。 

・脱炭素社会の実現に向け、市民、事業所、行政が連携した取組みを推進します。 
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３ すこやかで幸せなくらし 

～ 幸せな１００年人生を支える健康長寿に取り組む 

 

・人生１００年時代を迎え、誰もが生涯を通して、健やかに、心豊かに、安心して、い

きいきと暮らし続ける社会を目指します。 

・障がい者も高齢者も全ての人が、一人ひとり尊重され、認め合い、地域でつながる機

会をもち、住み慣れた地域で安心して、ともに暮らせる地域共生社会を目指します。 

・子ども、障がい者、高齢者をはじめ、生活困窮、ひきこもり、ヤングケアラー、成年

後見、自殺対策、その他あらゆる分野の相談支援体制の強化に取り組みます。 

・健康寿命を延伸し、生活の質を維持するために、若い時からの生活習慣病の発症と

重症化予防のための健康づくりに取り組みます。 

・事業所による健康経営を推進します。 

・地域と連携したフレイル予防を推進していくために、地域包括支援センターや居宅

介護支援事業所を積極的に支援します。 

・障がいのある人もない人も、お互いに理解し合い、支え合い、自立した生活を送るこ

とができる地域共生社会の実現を目指します。 

・ニートと呼ばれる若者無業者が増加傾向にあることから、若者の働く意欲や能力を

高める支援が必要です。  
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４ 未来へつづく子育て・教育 

～ 子どもたちが夢を持って、健やかに育つよう応援する 

 

・未来を担う子どもたちを、安心して産み育てられ、健やかに成長できる環境を地域、

行政が一体となり支援できるネットワーク体制を進めます。 

・多様な保育サービスに応え、仕事と育児を両立できる環境整備を進めます。 

・学校での教育を通して、確かな学力や豊かな心、健やかな体、様々な困難を乗り越

え、生きる力をつけることを目指します。 

・子どもたちそれぞれが夢をもって、将来を考える力をもてるよう、応援します。 

・子どもたちの情報活用能力を積極的に向上させるため、コンピューターの１人１台

環境を維持します。 

・日本語を母語とする子どもと外国語を母語とする子どもが、異なる文化を理解し、

尊重する態度や共に生きていくことのできる力を育てます。 

・住んでいる地域への愛着と誇りを持ち続けてもらうために、地域の人々や事業所と

連携し、ふるさと教育の充実を図ります。 

・家庭・地域・学校・行政が連携して、児童・青少年の健全育成環境を充実します。 

・市民が生涯をとおして、スポーツや文化・芸術活動、社会教育、読書活動などに親し

むことができる環境づくりを進めます。 

 

  

-23-



 

 

 

 

５ 安全で安心して住み続けられるまち 

～安全安心で、快適に、暮らせるまちをつくる 

 

・地域のそれぞれの特性を活かし、快適で機能的な都市構造を目指します。 

・都市の健全な発展と快適で利便性の高い道路ネットワークの形成を進めます。 

・老朽化する都市インフラの計画的な維持管理と更新に取り組みます。 

・冬期間の安全安心な交通確保を図ります。 

・働く世代や若い世代、子育て世代への住宅支援に取り組みます 

・まちなかでの居住支援とにぎわいづくりを推進します。 

・激甚化・頻繁化する水災害や土砂災害から生命と財産を守るため、河川、用排水路、

雨水幹線などを計画的に改修し、災害への強靭化を図ります。 

・安全に安心して生活できる防災対策の充実を図ります。 

・災害時に自ら避難できない高齢者や障がい者などの避難行動要支援者に対して、地

域の共助による支援を促進します。 

・外国人市民への迅速な防災情報の伝達に取り組みます。 

・自力での交通手段をもたない高齢者等も安心して生活できるよう、地方交通の再編

を図ります。 

・空家の有効活用と老朽危険空家への対応を強化します。 

・火災や災害、交通事故から市民を守り、安全で安心な地域づくりを進めます。 

・未だ収束しない新型コロナウイルス感染症をはじめとする新たな感染症などの流行

に対して、適切な対応に取り組みます。 
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６ つながりが心地よいふるさと 

～地域の人が支え合い、あたたかなふるさとづくりを進める 

 

・地域への愛着を大切にし、町内会や自治振興会の活動に積極的に参加し、個性豊かで

活力ある地域づくりと地域課題の解決を推進します。 

・若者をはじめ市民が、住んでいる地域で、自分らしく居られる居場所や、自分の可能

性を引き出し表現できる舞台づくりに取り組みます。 

・日本人市民と外国人市民が、互いに国籍や文化の違いを認め合い、支え合いながら、

同じ市民として共に安心して生活できる、多文化共生社会を目指します。 

・市民一人ひとりが個人として尊重され、あらゆる差別や偏見による不平等な扱いを

受けることなく、誰もが自分らしく暮らせるまちを目指します。 

・持続可能な市民活動と市民団体間での連携を促進します。 

・民間による投資と活力を引き出し、ＰＰＰ／ＰＦＩによる拠点整備やまちなか居住

などを推進します。 

・高度化・多様化する行政課題に対応できる組織体制づくりを進めます。 

・市民が知りたい市政情報を市から積極的に発信するとともに、市民もＳＮＳ等によ

り自ら発信する仕組みを整備し、市民参加による市政運営を推進します。 

・自治体業務において、質の高い市民サービスの提供と生産性の向上を図るため、デジ

タル業務基盤を整備し、業務の自動化と見直しを促進します。 

・地域社会のデジタル化による社会問題の解決を促進するため、市民団体と連携し、積

極的に取り組みます。 
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第１章 基本計画の概要 

第２章 チャレンジプロジェクト 

第３章 基本構想のテーマごとの政策 

 政策の見方 

１ 地域の宝をブランドに 

２ 活力あふれる地域産業 

３ すこやかで幸せなくらし 

４ 未来へつづく子育て・教育 

５ 安全で安心して住み続けられるまち 

６ つながりが心地よいふるさと 

越前市総合計画 2023 

基本計画 

2023～2027 年度(５年間) 
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基本計画では、基本構想で示した２０４０年の本市の将来像に向けて、２０２３年

度（令和５年度）から２０２７年度（令和９年度）までの５年間での短期的な視点に立

って、６つの取り組むテーマに関連付けて整理し、３４の具体的な政策の体系を定め

ます。 

さらに、特に優先的、重点的に取り組む１２の「チャレンジプロジェクト」を設定

し、取り組みます。 

 

 

第１章 基本計画の概要 

 

基 本 構 想 

＜ 2040 年に向けて ＞ 

基 本 計 画 

＜ 2023 年度～2027 年度の５年間 ＞ 
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２０２３年度（令和５年度）から２０２７年度（令和９年度）までの５年間で、２０

４０年に本市の将来像を実現するために、特に優先的、重点的に取り組む、重要な課題

に対して、１２の「チャレンジプロジェクト」を設定し、高い目標を掲げてチャレンジ

します。 

 

 

 文化県都宣言プロジェクト    

 ＵＩＪターン倍増プロジェクト 

 観光産業拡大プロジェクト 

 有機農業拡大プロジェクト 

 越前たけふ駅周辺開発プロジェクト 

 １００年人生健康で長寿プロジェクト 

 こどもまるごと応援プロジェクト 

 安全安心で強靭なまちづくりプロジェクト 

 まちなか「あそべる、くらせる」プロジェクト 

 地域交通最適化プロジェクト 

 脱炭素チャレンジプロジェクト 

 楽しい居場所づくりプロジェクト 

 

 

第２章 チャレンジプロジェクト 
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文化県都宣言プロジェクト 

 

本市の歴史は古く、約１３００年前の大化の改新の後に、北陸地方で最も早く国府

が置かれ、大陸や畿内と北陸を結ぶ交通の要衝として栄え、古代には国府、中世には府

中と呼ばれ、長く越前国の政治、経済、文化の中心地として栄えました。その中で、

様々な文化や産業が発達し、現在も伝統産業が息づき、趣のある重厚な文化を感じる

ことができ、市民に誇りと潤いを与えています。 

県内随一の歴史と文化が息づく本市が、「文化県都」を宣言することで、地域の宝を

磨き、もっと輝かせ、本市の文化力を自他ともに認識して、世界にアピールし、地域の

活力を維持しながら、文化・芸術・産業の振興などにつなげてきます。さらに、定住人

口の維持と、移住人口・交流人口・関係人口の増加を図り、地域の活力と元気の維持と

拡大につなげます。 

 

１ ユネスコ創造都市ネットワークへの加盟 

・国内外の認定都市とのネットワークを構築し、文化と産業をつなげ、創造の担い手 

が育つ、都市づくりを進めるため、「ユネスコ創造都市」への加盟を目指します。 

・「創造都市ネットワーク日本」に加盟し、国内の加盟都市と連携・交流することで、

創造都市の取組みを推進します。 

・歴史や文化、伝統を創造的で持続可能なものとなるよう、市内外の有識者で構成 

する「文化創造みらい会議（仮称）」を設置し、専門家の意見を参考に取組みを推

進します。 

 

２ 越前国府の再生 

・大国であった越前の国府は、人・モノ・カネ・文化が集まり栄えた場所で、本市の

歴史・文化を示すシンボルであります。クリエイターが集まり、新しい文化が生ま

れ、モノ、カネが動き出す国府再生に取り組みます。 

・国府があったと推測されるエリアで、国府発掘事業を実施します。 

・クリエイターの企画による、まちなか空家を活用した交流拠点を整備します。 

・クリエイターが活躍する舞台を創出するため、クリエイターによる企画展示や文

化財を活用したイベント活動などへの支援を行います。 

・市文化財保存活用地域計画に基づき、地域の宝を活用して、市民が知る機会や親

しむ機会を創出し、地域活性化やまちづくりにつなげていきます。 

 

３ 越前和紙Ｖａｌｌｅｙの創造 

・１５００年の歴史と伝統があり、日本一の品質・種類・量を誇る越前和紙。 

持続可能な産業としてとして発展していくために、産地におけるシンクタンク機

能の設置や、多様なクリエイターと連携し、さらなるブランド力の向上を図る必要

があります。 

・和紙の研究所や大学などのシンクタンク機能を設け、紙漉き技術の継承や、新商品

プロジェクト 1 
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の開発、デザイン力やマーケティング力の向上を図る必要があります。 

・学生のアートキャンプや芸術家によるアーティストインレジデンスなどの取組み

により、クリエイターとの関係性を構築していきます。 

・大瀧神社や和紙工房、紙の文化博物館、（仮称）東山魁夷美術館など、歴史・技術・

芸術を楽しめるウォーカブルな和紙の里を構築します。 

・「越前生漉鳥の子紙」の研修場を整備し、手漉き技術の保存継承のための活動を支

援することで、ユネスコ無形文化遺産登録を目指します。 

・著名な芸術作家などの越前和紙の使用促進に取り組み、ブランド化を図ります。 

 

４ 刀匠・千代鶴国安と越前打刃物のさらなるブランド化 

・世界の一流シェフに広く使用され、世界のトップブランドに発展した越前打刃物。

開祖の刀匠・千代鶴国安を探求し、越前打刃物の奥深さを世界に発信することで、

市民の誇りを高め、さらなるブランド力の向上につなげます。 

・刀匠・千代鶴国安について、越前打刃物の誕生や、ゆかりの遺産群、国安銘刀大太

刀で奮闘した真柄十郎左衛門などについて、ふるさと教育や文化事業などにおい

て、市民が探求する機会を増やし、市民の誇りにつなげます。 

・一流シェフや著名人を招き、越前打刃物のナイフやフォークを使って料理が味わ

える催しを開催することにより、認知度を高め、ブランド化を図ります。 

・越前打刃物の歴史及び工芸文化の発信力向上のため、越前打刃物振興施設の観光

誘客機能を強化するとともに、施設東側空き地の有効活用を図ります。 
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ＵＩＪターン倍増プロジェクト 

 

本市の人口減少や人口構造の変化は、生産活動や消費の停滞をもたらし、地域経済

に大きな影響を及ぼすことから、定住人口の増加、ＵＩＪターンの促進、外国人を含む

労働者の転入促進を進め、「第２のふるさと」としての交流人口や関係人口の増大を図

ることで、現在の人口８万人に、加えて２万人の以上の元気と活力を生み出し、人口１

０万人の元気と活力の維持と拡大に取り組みます。 

 

１ ふるさとへの誇り（シビックプライド）の醸成   

・市民が、地域への愛着や誇り、住み続けたい思いを抱き、地域を育くもうと主体的

に取り組むために、シビックプライドの醸成を図ります。 

・大学や民間企業による社会問題の解決に向けた実証実験やメタバースの市民生活

への活用などのモデル的事業について、市民と連携し積極的に取り組みます。 

・未来の越前市を担う人づくりを進めるため、小学校から大学まで継続し、地域や 

事業所などと連携して、ふるさと教育に取り組みます。 

 

２ 学生Ｕターンと幅広い移住の促進 

・県外の大学などに進学する学生のＵターン就職を促進するために、学生やその親

に対して、ふるさと情報などを発信し、本市とのつながりを促進します。 

・ＳＮＳ（TikTok）による若者限定の動画コンテストを開催し、若者のＵターンのき

っかけづくりに取り組みます。 

・ＵＩＪターン者の増大を図るため、仕事、住居、移住支援制度などの移住相談にワ

ンストップで対応する相談体制を整備します。 

・移住検討時の下見活動への支援に加え、お試し移住などの支援制度の拡充に取り

組みます。 

・地方を拠点に新たな価値の創造や高付加価値化に取り組むクリエイターや、伝統

産業・繊維などの地場産業への就職希望者の移住支援に取り組みます。 

 

３ 第２のふるさとづくり 

・観光産業拡大プロジェクトを通して観光客やリピーターを増加させ、交流人口の

拡大を図ります。 

・ふるさと納税において、納税の使途や成果を明確にすることや、独自の返礼品開 

発に取り組み、寄付者の共感を得ることで、関係人口の増大につなげます。 

・ふるさと Echizen 発掘プロジェクトを通して、市民による地域の宝の情報発信に

よる関係人口の増大を図ります。 

・有機農業の農産物などをコウノトリブランドとしてトータルで商品化し、都市住

民に広く情報発信すること、武生駅周辺でのコワーキングスペースの設置、ワー

ケーションと農家民泊との連携などに取り組み、関係人口の増大を図ります。 

プロジェクト ２ 
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観光産業拡大プロジェクト 

 

１，３００年前に国府が置かれ、政治・経済・産業が行き交う重要な地域であり、国司

として赴任した父・藤原為時と共に世界的女流作家の紫式部も過ごしました。 

また、地域の風土に根ざした職人たちによって、長年にわたり受け継がれた伝統産業の

越前和紙、越前打刃物、越前箪笥がつくられ、技術の継承と革新を繰り返しながら、現在

も手技を守り続けており、各産地では手仕事の現場を体感することができ、本市発祥の越

前おろしそばをはじめとした郷土食を楽しめる店が多く点在しています。 

これらの魅力を世界に発信し、多くの観光客が来訪し、消費が拡大し、地域経済が好循

環することで、歴史や文化が継承され、市民の誇りと幸福実感につなげていきます。 

 

１ ｢手仕事」を活かした認知度向上と消費拡大 

・伝統産業をはじめとした本市特有の価値の明確化・ストーリー化や、ターゲット層へ 

の効果的なプロモーションによる認知度向上を図ります。 

 ・北陸新幹線開業を契機に、インバウンド観光の推進に取り組みます。 

 ・本格的な体験コンテンツの開発と磨き上げや土産品開発など、観光関連事業における 

地域資源の高付加価値化を通じた消費拡大により、地域産業の維持・発展を図ります。 

 

２ 地域資源を活かした観光の魅力向上 

・越前国府や紫式部、寺社仏閣、食、たけふ菊人形や千年未来工藝祭などの誘客イベン

トや地域に愛されている資源の魅力を磨き上げ、観光誘客につなげていきます。 

・フィルムコミッションにおいて、地域資源を活かしたロケーション撮影の誘致や支援

に取り組み、地域のＰＲやイメージアップを図ります。 

 

３ 来訪者の受入環境の整備  

・北陸新幹線越前たけふ駅周辺を中心とした観光情報案内の拡充や、定額タクシーなど 

の観光二次交通の充実など、観光客の利便性の向上を図ることによって、来訪者の満 

足度の向上につなげます。 

 

４ ウォーカブルなまちづくりの推進 

・観光サインの整備や地域の観光資源を活かしたまちなか周遊の推進により、ウォーカ 

ブルなまちづくりに取り組みます。 

 

５ 広域視点での観光推進  

・「越前」をキーワードに、丹南市町との連携によるプロモーションに取り組みます。 

・丹南地域の伝統産業や地場産業によるイベント「千年未来工藝祭」や「ＲＥＮＥＷ」 

 などにおいて、関係市町との更なる連携に取り組みます。 

・新幹線開業を契機とした、首都圏や軽井沢等沿線エリア向けの誘客事業を展開します。 

プロジェクト ３ 
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有機農業拡大プロジェクト 

 

 本市の農業は、水稲生産を基幹とし、特に県面積の３割を超える環境調和型農業と

県面積の半数を超える有機栽培に取り組み、コウノトリをシンボルとした多様な生き

物を育む自然共生型農業の先進地です。 

特に無農薬、無化学肥料栽培の有機農業においては、消費者から信頼を得て高い付

加価値をもたらしており、生産量を大きく上回る需要があります。また、有機栽培農産

物を６次化し、種々の加工産品が消費者の注目を集めている現状があります。 

有機農産物は、食と農と環境を結ぶ、また、農村と都市を結ぶ使者となっており、有

機農業を本市の次世代農業として推進していきます。 

 国の「みどりの食料システム戦略」を活用して、県や民間企業と連携し、先進的なモ

デルケースとなるよう研究と実証を通して、高付加価値な有機農業をさらに推進して

いきます。 

 

１ デジタルを駆使した、取組みやすい有機農業をめざす 

・衛星やドローンの映像を解析する技術や、栽培履歴をＡＩ分析し生育予想が可能

となるデジタル技術の確立に向け、民間企業と連携し、研究と実証を行います。 

・消費者からの信頼を得た安全安心で収益性の高い有機農業の栽培技術を言語化し、

デジタル技術に反映させることでシステム化し、有機農業を推進します。 

 

２ 日本最大の有機農産物の産地をめざす 

・有機農業の栽培技術を標準化し市内に展開する中で、取組面積の拡大を図ります。 

・デジタル技術による確かな生産技術の確立と収穫量の向上により、営農を引き継   

 ぐ後継者の確保を図ります。 

・有機農業における大区画圃場の整備や、自動運転の農業用機械やドローンなどを

活用した効率的なスマート農業を推進します。 

 

３ 有機農産物の６次化と個性ある商品開発で都市住民へアピール 

・都市住民をターゲットに、コウノトリをシンボルとした有機農産物の６次化商品

を開発します。 

・６次化商品とともに、本市のコウノトリにまつわる物語や自然との共生の取組み

をアピールし、付加価値を付けることで、６次化商品の魅力を増進させます。 

・産地や観光施設などと連携した販売促進に取り組みます。 

・施設園芸においても、デジタル技術を活用するとともに、トマト、キュウリの他、

果樹などの新たな戦略的園芸作物の導入を図ります。 

 

プロジェクト ４ 
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越前たけふ駅周辺開発プロジェクト 

 

２０２４年（令和６年）春の北陸新幹線越前たけふ駅の開業に向けて、新幹線駅・武

生ＩＣ・国道８号が半径１ｋｍ圏内に集積する交通結節点の特徴を生かし、パートナ

ー企業や地元まちづくり協議会とともに、企業の誘致を進めています。 

また、次世代の産業を牽引する先端研究施設や、にぎわいを創出する商業施設など、

越前たけふ駅周辺エリアに短期・中期で誘致を目指す産業を設定し、企業・人材が集う

高次機能の集積に向けて、着実な誘致の実現を図ります。 

 

１ 企業誘致の促進 

・越前たけふ駅周辺エリアにおいて、短期・中期での誘致を目指す産業として、産業

高度化や人材集積が期待できる先端研究施設、交通結節点の特徴を生かす物流施

設、来訪者の受け皿となるホテル・飲食施設、賑わい創出の起点となる商業施設、

農地との共存する「食と農」の関連施設などを設定し、トップセールスをはじめと

する企業へアプローチを積極的に行い、実現します。 

 

２ 次世代交流拠点の整備 

・先端企業や研究者・クリエイター等の人材など高次機能集積の受け皿となり、市 

民との交流によって次世代への継承の起点となる交流拠点の整備を検討します。 

・賑わい創出等の観点から、商業施設と一体的な整備を行うことを視野に、機能や 

整備手法について研究を行いながら、構想を策定し、立地を図ります。 

 

３ オープンイノベーションの推進 

・越前たけふ駅周辺への将来の企業集積と、オープンイノベーションによる新たな

産業や事業が生み出される仕組みづくりを進めるため、国や県との連携を図り、

オープンイノベーション研究会を発足し、企業や人材のネットワークを形成しま

す。 

 

４ にぎわいの創出 

・にぎわいを創出するため、ＢＭＸ、バスケットボールの３×３などのアーバンスポ

ーツが楽しめるような施設の整備に取り組んでいきます。 

・交通結節点としての利点と道の駅「越前たけふ」や周辺施設を活用し、各種団体に

よるイベント開催を支援します。 

プロジェクト ５ 
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１００年人生健康で長寿プロジェクト 

  

人生１００年時代を迎え、高齢になっても障がいがあっても、誰もが自分らしく居

られる居場所や活躍できる舞台があり、その人らしく健やかに、住み慣れた地域で暮

らし続けられるよう、市民一人ひとりのライフステージに応じた健康づくりと介護予

防を推進し、健康寿命の延伸を図ります。 

特に、高齢期の健康状態は、糖尿病などの生活習慣病と加齢に伴う虚弱な状態を指

すフレイルが、相互に影響し合うことから、若年期からの健康管理と、高齢期において

のフレイル予防に重点的に取り組みます。 

 

 

１ 現役世代からの多様な健康アプローチ 

・多くの市民が健康を維持したまま高齢期を迎えることができるよう、若年期から

の継続した健康づくりに取り組みます。 

・健康すまいる登録事業所をはじめ市内事業所に、「ＩＣＴを活用した健康プログラ

ム」を推奨し、事業所の健康経営を推進します。 

 

２ 高齢者の元気を支えるフレイル対策 

・高齢者が要介護状態にならないために、積極的にアプローチし、フレイル状態の 

高齢者を掘り起こします。 

・高齢者のフレイル状態を確認し、本人の状況に合わせ、現状維持や機能向上を図

り、段階的に各々の事業に繋いでいきます。 

・筋力低下や認知症予防などの介護予防教室を展開する場所（元気カフェ）を拠点 

として、フレイル予防を推進します。 

・高齢者の身近な相談窓口である地域包括支援センターの機能強化に取り組みます。 

・地域包括支援センター等従事者の人材確保と育成を図るため、就労支援金や資格

取得支援等により支援します。 

・総合事業対象者へのケアプラン（自立支援型介護予防サービス計画）作成費用を 

支援し、居宅介護支援事業所と地域包括支援センターの事業の活性化を図ります。 

プロジェクト ６ 
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こどもまるごと応援プロジェクト 

 

経済的不安や核家族化、地域での関わりの希薄化による子育て環境の変化により、

子育てに不安や負担を感じる家庭が増えています。安心して子育てをでき、保育士と

保護者が共にゆとりを持って子育てと仕事の両立を図るため、全ての子育て家庭を地

域全体で応援する環境づくりに取り組みます。 

 また、外国人の園児児童生徒が増加しています。学校や地域において、日本語や外国

語を母語とする子どもたちが、広い視野を持ち、異文化を理解し、これを尊重する態度

や異なる文化を持った人々と共に生きていく力のある人材の育成に取り組みます。 

 

１ 保育業務従事者の増員と育成 

・安心した子育て環境を維持するため、市内の公私立園で働く保育業務従事者の増

員と処遇改善に取り組みます。 

・西校区の新公立こども園内に新たに設置する「市乳幼児教育・保育支援センター」

を拠点に、就学前教育施設と保育施設との連携強化と、吉野校区に新設予定の公

立認定こども園において、低年齢児受け入れ強化が図れるよう、保育士等の育成

に取り組み、就学前教育と保育の充実を図ります。 

 

２ 「こども家庭センター」の設置 

・健康増進課の母子保健相談と、子ども・子育て総合相談室の児童相談を一体的に担

う「こども家庭センター」を新たに設置し、教育、福祉及び保健の連携強化を図り、

全ての妊産婦と子ども、保護者を支援します。 

 

３ 「こどもまるごと応援基金」（仮称）による子育て環境の整備 

・ふるさと納税を財源に「こどもまるごと応援基金」を創設し、子ども医療費無償化

をはじめ、子どもの遊び場や就学前教育・保育施設の充実など、地域で安心して子

育てできる環境づくりに取り組みます。 

 

４ 小中学校における国際理解の推進 

・小中学校において、海外経験のある外部講師や外国に関する動画を活用した授業

などに取り組み、広い視野を持ち、異文化を学習する国際理解を推進します。 

・校内放送や校内掲示物を二か国語で行ったり、給食に外国料理を提供したりと、学

校生活における国際理解を推進します。 

・地域において、見守り活動での声掛けや祭りなどのイベントへの参加を促し、交流

活動による国際理解を推進します。 

 

５ 外国人の児童生徒に対する支援システムの構築 

・市独自で外国人児童生徒への支援システムを研究、整備し、日本語の初期指導、日

本語と教科の取り出し指導、教科などでの入り込み指導に取り組み、児童生徒の

学びを積極的に支援します。併せて、就学前児童への日本語指導に取り組みます。 

プロジェクト ７ 
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安全安心で強靭なまちづくりプロジェクト 

 

平成１６年７月の福井豪雨及び平成２４年の越前市東部集中豪雨の大雨により河川

が氾濫し、浸水被害が発生しました。令和４年８月の局地的な集中豪雨により、日野川

で越水が生じ、南越前町では甚大な被害が発生しました。また、平成３０年２月の大雪

では、観測史上１位の積雪を記録し、北陸自動車道や国道８号などの主要幹線道路、鉄

道などの交通網が麻痺したことにより災害救助法が適用されるなど、大規模な自然災

害を経験しています。 

頻発する自然災害等に備え、安全で安心な生活を確保するため、災害に強いまちづ

くりを推進します。 

 

１ 北陸新幹線越前たけふ駅周辺の防災機能の充実 

・大規模災害に備え、交通結節点としての立地特性を持つ越前たけふ駅周辺エリア

に防災機能を誘致・整備することにより、地域防災体制の強化を推進します。ま

た、備蓄倉庫等の整備とあわせ、災害時には、駅周辺などでの緊急時のヘリコプタ

ー離着陸場としての活用を研究します。 

 

２ 防災・減災対策の促進 

・水害に備え、老朽化した水防倉庫の集約・更新に取り組みます。 

・防災資機材や災害用備蓄物資を、市防災施設の備蓄倉庫のほか本庁舎や今立総合

支所などに分散配置するとともに、計画的な整備を進めます。 

 

３ 消雪ネットワークの形成 

・冬期間の防災対策や交通確保を図るため、市道路無雪化事業整備計画の後期計画

において、国・県道における整備計画を踏まえ、市中心市街地と東部地域を結ぶ東

西アクセス道路や緊急輸送路などの主要幹線の消雪施設の整備を進めます。 

 

４ 洪水の防止と軽減 

・洪水の発生により人家等に被害が生じる恐れがあり、樹木の繁茂や堆積土砂によ

り流下が阻害されている主要河川において、定期的に巡回パトロールを行うとと

もに、危険性の高い箇所から計画的に浚渫等を実施します。 

・短時間での局所的な集中豪雨による河川の急激な水位上昇をリアルタイムで監視

するため、河川監視カメラを設置します。 

・令和４年８月の局地的な集中豪雨により、日野川と大塩谷川において越水が生じ

たことを受け、国・県に対し河川改修事業の早期事業化を要望します。 

プロジェクト ８ 
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まちなか「あそべる、くらせる」プロジェクト 

 

新たな市中心市街地活性化プランでは、本庁舎や武生中央公園、寺社・仏閣などのま

ちの顔を生かしたにぎわいづくりと、人が歩き・営み・暮らしやすいまちづくりを掲

げ、まちなかの活性化に取り組んでいます。特に、人口減少対策とまちなかの活力の維

持・拡大への方策として、中心市街地の空家、空地の利活用を核に、居住と商業に関す

る施策の推進とウォーカブルなまちづくりを進めます。 

 

１ まちなか空家への居住促進 

・まちなかでの空家の実態や所有者等の意向等を調査し、空家情報を発信すること

でまちなかの空家への居住を促進し、まちなかの活力を創出します。 

・まちなか空家をシンボリックに再生し、若者やクリエーターが集う場としての活

用を検討します。 

・まちなかでの新婚世帯や子育て世帯等による住宅取得やリフォームを支援し、若

者の定住とＵＩＪターンを促進します。 

・まちなか空家のリフォームに対する支援を拡充します。 

・空家の管理不全を抑制するため、所有者に対して適正管理を啓発するとともに、空

家管理代行サービスの活用を促します。 

 

２ ウォーカブルなまちづくりの推進 

・観光サインの整備や地域の観光資源を活かしたまちなか周遊の推進により回遊性

を高めることで、ウォーカブルなまちづくりを目指します。 

・市役所周辺からの移動について、レンタサイクルや電動キックボード、電動バイ

ク、グリーンスローモビリティなどのラストワンマイルの移動手段を検討します。 

 

３ まちなかのにぎわい創出 

・武生中央公園を起点に、まちなかの「タンス町通り」、「ちひろの生まれた家」記念

館」、「公会堂記念館」、「蔵の辻」、「寺町通り」、「千代鶴神社」などを自由に回遊し、

飲食することでのにぎわいづくりを誘導します。 

・魅力ある店舗を誘致するとともに、店舗と店舗、店舗とイベントを結び付けること

で、長い時間の滞在を促します。 

・市役所前広場や「蔵の辻」を活用し、市民団体などの多様なイベントを誘致し、に

ぎわいを創出します。 

 

４ 武生駅東エリアの活性化 

・武生駅の西エリアと駅東エリアの連携強化を図るとともに、東エリアにおけるア

クセス性の向上と居住環境の創出を検討します。 

プロジェクト ９ 
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地域交通最適化プロジェクト 

 

公共交通は、幹線として、市の南北をＪＲ北陸本線と福井鉄道福武線が、東西を路線

バスが走行しており、ＪＲ武生駅や福武線たけふ新駅を交通結節点として、市民バス

やタクシーが幹線以外をカバーしています。 

高齢化の急速な進展により、手軽で乗りやすいデマンド型交通の需要や、観光目的

での来訪者の移動ニーズへの対応が求められています。 

北陸新幹線敦賀開業や人生１００年時代を迎え、社会活動の基盤である地域交通を

トータルで最適化します。 

 

１ 地域二次交通への対応 

・北陸新幹線越前たけふ駅と、ハピラインふくい武生駅及び福井鉄道福武線たけふ

新駅を結ぶ定額タクシーの導入を推進します。 

・朝夕のタクシーが捕まりにくい時間帯での対応として、新幹線の発着時間に合わ

せたシャトルバスや乗合タクシーなどの補完的な運行を検討します。 

 

２ 中山間地域でのデマンド交通の促進 

・高齢化の進展等により、既存の公共交通が不便な地域において、バス停までの移動

が難しい高齢者の買い物や通院での生活交通を確保するため、デマンド型交通の

運行に取り組みます。 

・坂口地区において、デマンド型交通のモデル的な運行形態を実証し、地域の要望や

実情に応じながら、他地域への展開を図ります。 

・小学生のスクールバスや高校生の通学バス等、地域の交通手段と連携し、ＡＩやＩ

ｏＴなどを活用した効果的なデマンド運行形態を検討します。 

 

３ 地域交通トライアル 

・ウォーカブルなまちづくりを推進するため、市民バス（市街地循環ルート）の自

動運転の実証実験と合わせ、市役所周辺でのトランジットモール化を検討します。 

  ※トランジットモール：歩行者とバスなどの公共交通機関のみが通行する道路 

・トランジットモール内から近隣エリアへの移動について、レンタサイクルや電 

動キックボード、電動バイク、グリーンスローモビリティなどのラストワンマイ

ルの移動手段を検討します。 

・これらとあわせて、市街地における新交通システムを研究していきます。 

プロジェクト １０ 
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脱炭素チャレンジプロジェクト 

 

近年、地球温暖化が一因とされる気候変動により、集中豪雨などの自然災害の頻発

化・激甚化するなど地球規模で環境問題となり、地球温暖化対策を早急に取り組む必

要があります。 

国は、地球温暖化対策として、２０５０年でのカーボンニュートラルの実現を目指

しています。本市においても、令和３年８月に「越前市ゼロカーボンシティ宣言」を行

い、２０５０年までに二酸化炭素実質排出量ゼロの実現に向け、市民・事業者・行政が

一体となって、脱炭素化に向けた取組みを着実に進めていきます。 

 

１ 武生中央公園をゼロカーボンセントラルパークに 

・武生中央公園を太陽光発電による再生可能エネルギーや水素などの未利用資源を

活用した県内初の公園「ゼロカーボンセントラルパーク」とし、市の脱炭素化を象

徴する公園の実現に取り組みます。 

 

２ 公共施設での太陽光発電による電力の活用 

・公共施設に太陽光発電設備を設置し、発電された電力をその施設で利用します。併

せて、広域避難所には、停電時の電力確保のための蓄電池を整備し、防災機能の向

上を図ります。 

・市内の卒ＦＩＴ電力（太陽光発電の固定価格買取期間が満了した電力）を市の観光

施設や公園などで積極的に活用します。 

 

３ 北陸新幹線越前たけふ駅周辺におけるＲＥ１００エリアの実現 

・越前たけふ駅周辺エリアを企業が事業活動に必要なエネルギーを全て再生可能エ

ネルギーで賄うことを目指すモデル区域「ＲＥ１００エリア」とすると共に、水素

ステーションの導入など、未利用資源（水素など）を活用した取組みを進めます。 

・進出企業等は再生可能エネルギー由来の電力利用により企業価値を高めると共に、

脱炭素社会の実現に向けた都市づくりに取り組みます。 

 

４ 小水力発電などによる電力の活用 

・県が進めている吉野瀬川ダムでの小水力発電など、市内において再生可能エネル

ギー等により発電された電力の有効活用を図ります。 

 

プロジェクト １１ 
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楽しい居場所づくりプロジェクト 

 

私たち市民が、ウェルビーイングを実感しながら本市に住み続け、市外の方々から

は、「いつかは本市に行ってみたい、住んでみたい」とあこがれを持ってもらうために、

子どもから高齢者までのあらゆる世代のみなさんが、つどい、自分らしく、楽しむこと

ができる「居場所」を新たに作り出し、再生していきます。 

 

 

１ 子どもたちの遊び場の整備 

・子どもたちが自由に、思う存分遊び、親子がふれあえる遊び場を、越前たけふ駅周

辺エリアなどに新たに整備します。 

・武生中央公園のだるまちゃん広場や武生駅前のてんぐちゃん広場などの子どもの

遊び場や居場所などの充実に取り組みます。 

 

２ 若者たちの遊び場の整備 

・越前たけふ駅周辺エリアなどにおいて、若者自らが楽しみ、仲間や見る人とが一体

となって、音楽やファッションとともに楽しむ、ＢＭＸ、バスケットボールの３×

３などのアーバンスポーツの場を整備します。 

 

３ 芦山公園の再生と遊び場の整備 

・身近で自然と触れ合える場、散策や健康づくりの場として、高齢者をはじめ多くの

市民に愛される、里山・里の川などでの居場所づくりに取り組みます。 

・芦山公園（都市公園）の周回する遊歩道を再整備します。併せて、新たに広葉樹を

植える等、公園内の森林整備に取り組みます。 

・地域の人々や市民団体による活動と連携し、新たな遊び場や居場所づくりと山林

の保全活動に取り組みます。 

 

※村国山は、市の中心部に位置し、日野川とともに都市生活域における自然空間であ

り、ランドマークとしての象徴的な緑地です。村国山の北西部に位置する芦山公園

は、大正１４年に日本最初の林学博士となり、樹木が自分の力で育ち、人の手を借

りず森がいつまでも続く「天然更新」を唱え、明治神宮の森などを手掛けた本多静

六氏により設計され、昭和３３年に面積３５.２ｈａの総合公園として都市計画決

定しました。 

 

 

プロジェクト １２ 
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 基本構想での「２０４０年に向けて取り組む６つのテーマ」ごとに、２０２３

年度（令和５年度）から２０２７年度（令和９年度）までの５年間に取り組む 

３４の政策です。 

 

  

１ 地域の宝をブランドに 

 

２ 活力あふれる地域産業 

 

３ すこやかで幸せなくらし 

 

４ 未来へつづく子育て・教育 

 

５ 安全で安心して住み続けられるまち 

 

６ つながりが心地よいふるさと 
 

第３章 基本構想のテーマごとの政策 
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政策の見方 

【政策の目的】 

●政策の目的を記載しています。 

【現状と課題】 

●政策に関連する現状と、取り組むべき課題を記載しています。 
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【〇〇Ｐ】 

●該当するチャレンジプロジェクトを略称で示しています。 

【政策と関連する SDGｓのゴール】 

●政策を推進することで貢献する 

SDGｓのゴールをアイコンで示しています。 

【取組みの方針】 

●政策の目的を達成するために行う、 

主な取組みの方針を記載しています。 

【関連する計画】 

●政策に関連する個別計画を記載しています。 

●本計画との整合性を保ち、共通の方向性を持た 

せることで、政策の実効性を高めるものです。 
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地域の宝をブランドに 

宝を磨き、つなぎ、発信し、地域ブランドを創出する 

 

政策１   ふるさとブランディング 

政策２   観光誘客 

政策３   文化の保存と活用 

政策４   生涯の芸術文化活動 

 

基本構想のテーマ １ 
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政策１   ふるさとブランディング 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）県内随一の歴史と文化が息づき、まちなかでは趣のある重厚な文化を感じることがで

き、３つの伝統的工芸品の産地では手仕事の現場を体感することができます。しかし、

市民の地域の宝への認識や思い入れが薄らいでいます。 

（２）今後の人口減少や少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少や消費の減退などにより、地

域の経済力や活力の低下が懸念されます。 

（３）今後も持続的に発展していくためには、他の地域の住民や企業から認知してもらい、

観光やビジネス、移住先としても、「選ばれる地域」になることが必要です。 

（４）令和３年度の県外からのＵＩＪターン者数は１２１人で、県内の１割程度、県内トッ

プの福井市（４３３人）の３割程度であり、ＵＩＪターン者のさらなる増加を図るた

め、移住支援を拡充する必要があります。 

（５）県外大学などへの進学者のうち、卒業後にＵターンする人は、３割程度であり、県と

連携する中で、学生Ｕターンへの積極的な対応が必要です。 

（６）人口減少対策として、定住人口の増加、ＵＩＪターンの促進、観光客や二地域居住者

といった交流人口の増加、ふるさと納税をはじめ本市と関わりを持つ関係人口の増加

などに総合的に対応する必要があります。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■政策の目的 県内随一の歴史と文化が息づく魅力あふれる地域の宝を誇りに思い、世界にア

ピールしていくことにより、定住人口の維持と、移住人口・交流人口・関係人口

の増加を図り、地域の活力と元気の維持と拡大につなげます。 
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取組みの方針 

（１）「文化県都」の宣言と「ユネスコ創造都市」への加盟 

①県内随一の歴史と文化が息づく本市が「文化県都」を宣言することで、文化をより身

近に、誇りに感じ、心豊かに過ごせる都市を目指します。 

②創造性を持続可能な開発の戦略的要素として育むまちづくりとして、「創造都市ネッ

トワーク日本」に参加し、さらに「ユネスコ創造都市ネットワーク」への加盟を目指

し、世界にアピールします。 

（２）シビックプライドの醸成 

地域の宝発掘事業の推進や、イベント、まちづくり、社会課題実証への市民参画の促進、

小学校から大学までの継続的なふるさと教育などによる多様な取組みにより、シビッ

クプライドの醸成につなげます。 

（３）認知度の向上とブランド化の推進 

本市の認知度向上を図るため、中長期的な視点でターゲットを絞り、多様な情報発信手

段を活用して、戦略的にブランド化に取り組みます。 

（４）ＵＩＪターンの促進 

①学生Ｕターンを促進するために、学生本人やその親をターゲットにふるさと情報を

発信します。 

②仕事、住居、移住支援制度などの相談に、ワンストップで対応する相談体制を整備し

ます。 

③移住検討における下見やお試し移住への支援、移住に対する給付金などを拡充しま

す。 

（５）本市とのつながりづくり 

①新たな観光振興プランのもと観光客やリピーターを増加させ、交流人口の拡大を図

ります。 

②ふるさと納税の寄付者からの共感を得ることや、特産物を通してのつながりを深め

るなどをして、関係人口の増大を図ります。 

 

文化県都Ｐ 

ＵＩＪターンＰ 

ＵＩＪターンＰ 

ＵＩＪターンＰ 

ＵＩＪターンＰ 

まちなかＰ 

観光産業Ｐ 
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政策２   観光誘客 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）本市の観光地としての認知度は高いとは言えず、独自調査による首都圏での認知度は

１０％で、「越前または福井県で思いつくもの」として上位に挙がるのは越前がに、

東尋坊、永平寺、恐竜博物館であり、本市の地域資源はありません。また、本市を訪

問する旅行者の７割強は日帰りで訪れており、訪問客の消費額も他地域に比べて低い

状況です。 

（２）２０２４年春の北陸新幹線敦賀開業を向け、本市の観光の強みを活かした伝統工芸な

どの体験メニューの開発や、三大グルメや料亭などの食、歴史文化の素材を活かした

御朱印巡りの企画などの観光素材の磨き上げを行ってきました。今後は、ポストコロ

ナ時代のインバウンドを含めた本格的な観光需要の回復への対応が必要です。 

（３）２０２４年（令和６年）春の北陸新幹線越前たけふ駅開業、２０２３年（令和５年）

以降の国道４１７号冠山峠道路の開通や中部縦貫自動車道など、新しい圏域からの誘

客が期待されるほか、２０２４年（令和６年）の大河ドラマ「光る君へ」放送や、２

０２５年（令和７年）の大阪・関西万博開催など、誘客促進の好機が到来します。 

（４）まちなかには、越前国府、府中城下、北陸の玄関口として栄えた当時の古地図に描か

れた町割りや路地、寺社仏閣など、歴史を感じられる風景が現存し、周辺には武生中

央公園や紫式部公園などの施設があります。また、市内には今立五箇地区・味真野地

区など、伝統工芸の技を体験できるスポットもあり、これらを歩きながら巡る仕組み

を充実していく必要があります。 

（５）丹南の玄関口となる越前たけふ駅は、国道やＩＣが交わる結節点であることから、広

域での観光情報の発信や観光素材を組み合わせた周遊観光の取組みが求められます。 

 

                

■政策の目的 魅力ある地域資源を最大限に活かした文化・観光・経済の好循環を通して、

地域内の消費を拡大するとともに、地域の魅力をさらに向上させ、定住促進や

地域への誇りを醸成します。 

訪問客の市内滞在日数  

越前市の認知度（首都圏調査） 

（出典：2022 誘客促進基礎調査） 紫式部公園 
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取組みの方針 

（１）「手仕事」を活かした認知度向上と消費拡大の取組み 

①地域固有の価値である「手仕事」文化のプロモーション戦略を策定し、認知度向上を

図ります。 

②伝統工芸におけるシェフやクリエーターなどターゲット層を狙ったＰＲや職人など

の交流を図り、新たな商品や価値の創出を支援します。 

③インバウンド向けに、伝統工芸などの本格的な体験コンテンツの開発し、新たな観光

需要を獲得します。 

（２）地域資源を活かした観光の魅力向上 

①歴史文化や食、自然環境など本市の魅力ある観光コンテンツを拡充します。 

②たけふ菊人形や道の駅でのイベントなど、にぎわい創出による誘客を実施します。 

③地域資源を活かしたロケ地の誘致により、新たな観光資源を発見、開発します。 

（３）来訪客の受入環境整備 

①道の駅「越前たけふ」での観光案内や旅行者へのサービス提供を行います。 

②観光ガイドの育成や観光二次交通の充実を図ります。 

③観光コンテンツ企画での観光ＤＸを活用します。 

（４）ウォーカブルなまちづくりの推進 

①観光サインの整備など歩きたくなる観光地づくりを実施します。 

②地域資源を繋ぎストーリー性をもたせたコースの開発を行います。 

（５）広域視点での観光推進 

①県外へ丹南地域をイメージする「越前」をキーワードとした発信を行います。 

②丹南の伝統産業産地、越前海岸や宿泊施設などと連携し、来訪の魅力を高めます。 

③新幹線沿線や主要道路交通網などの自治体と連携し、誘客を図ります。 

 

関連する計画 

 市観光振興プラン 

 市中心市街地活性化プラン 

 市文化財保存活用地域計画 

 

観光産業Ｐ 

観光産業Ｐ 

観光産業Ｐ 

観光産業Ｐ 

観光産業Ｐ 

有機農業Ｐ 

駅周辺開発Ｐ 

地域交通Ｐ 

まちなかＰ 
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政策３   文化の保存と活用 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）地域に残る文化財については、所有者の高齢化や後継世代の関心の希薄化により、文

化財の散逸・衰退が危惧されており、適切な保存とさらなる活用が求められています。

特に、約１３００年前に存在した越前国府跡の所在地など、未だ解明されていない史

実が多く残されているため、今後も発掘調査を続け、市民に対する歴史への関心を高

めていくことが必要です。 

発掘調査で出土した埋蔵文化財の収蔵場所が不足しているため、新たに受入れできる

拠点施設の整備が必要です。 

（２）これまでも『越前市史』資料編を定期的に刊行し、史実の解明に寄与してきましたが、

今後も継続するため、新たな史料の掘り起こしや収集を行うとともに、調査・執筆が

可能な専門委員の確保が必要です。 

（３）武生公会堂記念館では、本市ゆかりの偉人や文化財、歴史文化を紹介する展示会を定

期的に開催し、市民への情報発信と理解浸透を図ってきました。入館者数は増加傾向

にありますが、若年世代の来館が少ない状況にあります。 

 

 

 

  

■施策の目的 先人が残してきた「地域の宝」である文化財の価値を共有し、後世へ継承する

ため、文化財の最適な保存と活用を促進し可視化して、まちづくりに活かすこと

で、歴史文化を通じた郷土愛を育みます。 
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国重要文化財「大塩八幡宮拝殿」 

武生公会堂記念館入館者数の推移 

 

-52-



 

 

取組みの方針 

（１）文化財の保護と活用促進 

①文化財の調査を行う中で、文化財的価値が明らかになったものについては、指定・登

録に向けた手続きを行い、さまざまな活用を促進することで広く発信します。 

②解明されていない越前国府跡の発掘調査を継続し、所在地を明らかにし、市民が誇り

を持てるまちづくりに活かします。 

③約１５００年前に起源をもつ越前和紙をはじめ、越前打刃物、越前箪笥の伝統工芸関

連の文化財を上位に指定することで、歴史的価値を可視化し、本市のブランディング

につなげます。 

④文化財の調査・保存・公開・体験を一元的に行うことができる拠点施設の整備を検討

します。特に、若年世代が郷土の歴史を探究できる体制の整備を目指します。 

（２）市史編さん事業の推進 

①古文書の解読調査ができる人材の確保と育成を図り、本市の歴史研究をさらに進展

させます。 

②史料の収集・調査を行い、郷土の歴史を後世に伝えるため、計画的に『越前市史』資

料編を刊行し、関連学習会や展示などを通して市民への理解浸透を図ります。 

（３）歴史文化の情報発信 

①武生公会堂記念館では、本市ゆかりの偉人、文化財や郷土の歴史文化を掘り起こした

展示を行い、市観光協会や神社・仏閣などと連携することで、中心市街地でのウォー

カブルなまちづくりにつながる取組みを推進します。 

②文化財や歴史文化への関心を深められる、魅力ある展示やまち歩きイベントなどの

取組みを通じて、若年世代の郷土愛を育みます。 

 

関連する計画 

 市教育振興ビジョン（市教育大綱）  

 市文化財保存活用地域計画 

 市教育施設等長寿命化方針 

文化県都Ｐ 

ＵＩＪターンＰ 

観光産業Ｐ まちなかＰ 
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政策４   生涯の芸術文化活動 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）「市民総合文化祭」「武生国際音楽祭」「源氏物語アカデミー」「丹南アートフェスティ

バル」「今立現代美術紙展」など、市民や各種団体の自主的な取組みにより、県内随一

の高い水準で、芸術文化活動が長年にわたり実施されてきました。こうした活動が今

後も継続できるよう、市民の芸術文化活動を通じて、文化県都としてのイメージアッ

プを図り、文化情報の発信に努めていくことが必要です。 

（２）文化センター、いまだて芸術館、ふるさとギャラリー叔羅、生涯学習センターなど、

市民が気軽に芸術文化活動に接することができるよう、必要な設備機能を維持し、利

活用を促進することが必要です。 

（３）創作活動者の固定化や高齢化で、新たな後継人材の確保・育成が課題です。また、若

年世代を対象に、指導者や活動場所などの受け皿を確保することが必要です。また、

市文化協議会が文化センター内へ移転したことで、芸術文化団体と文化施設の管理者

とのさらなる協力連携が期待されています。 

 

 

 
 

 

 

 

 

■施策の目的 市民が芸術文化に触れ親しむことができる環境を整えるとともに、市民の主体

的な芸術文化活動を通じ、心豊かでうるおいがあり、幸せを実感できるふるさと

づくりを推進します。 

第 33 回源氏物語アカデミー 
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取組みの方針 

（１）芸術文化活動への参加促進 

①文化団体や施設管理者などが主催する芸術文化事業を数多く開催できるよう支援し、

市民が芸術文化を鑑賞できる機会を提供します。 

②文化団体や施設管理者などと連携し、若年世代を対象に、芸術文化活動の体験や発表

できる機会を提供します。また、小中学校と連携して児童生徒が優れた芸術文化に触

れる機会を増やします。 

③芸術文化活動の指導者や活動場所を確保するために文化団体や文化施設の管理者と

連携し、多様な活動情報を発信することで後継世代の参画拡大を図ります。 

（２）芸術文化施設の充実と利活用の促進 

文化センター、いまだて芸術館、ふるさとギャラリー叔羅、生涯学習センターなどで、

自主的に活動できるよう、施設の機能充実や適正な維持管理、親しまれる施設運営に努

め、利活用を促進します。 

（３）芸術文化活動の支援 

①本市の芸術文化活動がさらに継続・発展できるよう支援し、文化県都としてのイメー

ジアップを図ります。 

②芸術文化団体の育成を図りつつ、市民の意欲的な創作活動や市民主体の芸術文化事

業を支援します。 

③市民の芸術文化活動を支える多様な情報の収集・提供、交流活動に必要な関係団体や

施設などのネットワークづくりを図ります。 

 

関連する計画 

 市教育振興ビジョン（市教育大綱） 

  市教育施設等長寿命化方針 

 

文化県都Ｐ 

文化県都Ｐ 
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 活力あふれる地域産業 

地域産業をさらに活性化し、ふるさとの活力を高める 

 

政策５   次世代産業の活性化 

政策６   伝統のモノづくり 

政策７   いきいき働く仕事 

政策８   農業経営の安定化 

政策９   次代への森づくり 

政策１０  地球にやさしい環境 

政策１１  里地里山の保全と活用 

 

 

基本構想のテーマ ２ 
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政策５   次世代産業の活性化 
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【小売業の推移ほか】 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）良質で安価な製品があふれている現在の市場では、価値観や人の生き方、働き方の違

いなど、様々な理由でモノが売れなくなりました。 

これからの時代は、地場産業の活性化に向け差別化された商品開発など、新たな製品

やサービスを生み出すことのできる取り組みが必要です。 

（２）本市のモノづくりは、伝統産業から先端技術産業まで幅広い産業が集積し、製造品出

荷額等は県内第１位で、県全体の３割を占めています。産業構造は、製造業の割合が

突出して高いことから、今後、商業、サービス業、農林業など多種多様な産業が、バ

ランスよく構成された産業構造を目指すことが必要です。 

平成３０年の生産（付加価値額）は４，６０５億円で、通勤による勤務地から居住地

への所得流出や、市内で稼いだ所得の市外での買い物や観光による流出がみられます。 

（３）令和３年経済センサスでは、４，０８５以上の事業所の内、約７割が常用雇用数５人

未満の小規模企業者であり、経営や資金面での支援が求められています。 

（４）事業所数が減少傾向にある中、特に小売業の事業所数は、平成６年の１，４５４事業

所から平成２８年の７３８事業所と、２２年間で半減し、生活用品を扱う事業所数は

約７割減少している現状にあり、特に商業の縮小が見られます。また、人手や後継者

不足、需要減少、事業承継が困難な状況が要因となっています。 

  

  

■政策の目的 伝統産業から先端産業まで幅広い産業が活力に満ち、産学官金が連携したネ

ットワークを強化するとともに事業所を積極的に支援し、新たな産業と新たな

価値を創造する産業都市を目指します。 

事業所数 年間商品販売額 

81,115 

104,667 

4,364 

5,472 

従業者数 

738 

1,454 

【出典】経済産業所「商業統計調査」総務省・経済産業省「経済センサス-活動調査」 

【注記】2007 年以降は、日本標準産業分類の大幅改定の影響や、「商業統計調査」と「経済センサス-活動調査」の集計対象範囲の違い等から、

単純に調査年間（表示年）の比較が行えない。 
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取組みの方針 

（１）「デザイン経営」の実践に向けた事業の推進 

デザイナーの手法や思考の方法をブランドの構築やイノベーション創出に活用し、企

業競争力の向上を目指す「デザイン経営」の実践に向け、鯖江市と連携してのセミナー

の開催をはじめ、各種事業を推進します。 

（２）バランスの良い産業構造の構築に向けた企業立地の促進 

①越前たけふ駅周辺エリアのポテンシャルを活かし、企業・人材が集う高次機能の集積

に向け、先端研究施設や次世代交流拠点、物流施設、ホテル・飲食施設、商業施設、

「食と農」の関連施設などを、短期・中期での集積を図ります。 

②官民連携によるオープンイノベーションを推進し、企業の新事業・新製品の開発を支

援します。 

（３）中小・小規模事業者の安定した経営基盤構築に向けた支援 

①企業訪問を行い事業者ニーズの把握に努め、ニーズに対応する補助金や融資制度を

整備します。 

②商工団体等と連携し、事業に資する情報の発信やセミナーの継続的な開催、Ｄラボを

活用した企業ＤＸの推進など安定した経営基盤の構築に向けて取り組みます。 

（４）減少している事業所数への対応 

①ＤＸの取組みを基本とした事業者への伴走型支援を促進するために、更なる中小・小

規模事業者の生産性向上・販路開拓の支援を強化します。 

②経営者の高齢化や人手・後継者不足に対する事業承継への支援や、多文化共生にふさ

わしい外国人市民の創業を促進します。 

③働く人の住まいの受け皿となる共同住宅の建設等を促進し、市内企業の雇用拡大や

職住近接を図ります。 

 

関連する計画 

 市産業活性化プラン 

駅周辺開発Ｐ 

ＵＩＪターンＰ 
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政策６   伝統のモノづくり 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）伝統産業は、全体としては、これまで直接、消費者への発信力が弱く、品物を手に取

ってもらう機会や産地を訪れてもらう機会が少なく、越前ブランドが浸透していませ

んでした。今後、マーケティングに基づき情報発信を強化し、ブランド力を高めてい

く必要があります。 

（２）越前和紙では、洋風建築の増加で主力の障子・ふすま用和紙の需要が減少し、建築資

材や美術紙などの新たな需要開拓が求められています。 

越前打刃物では、主力の調理用包丁が海外有名シェフに高い評価を得たことで、海外

需要が拡大し、生産額が増加しています。引き続き、需要の維持拡大を図っていく必

要があります。 

越前箪笥では、生活様式の変化により、和箪笥等の需要が減少しており、新たな商品

開発や販路拡大を図る必要があります。また、武生中央公園からタンス町通りへのま

ちなか回遊を誘導し、中心市街地のにぎわい創出を図ります。 

（３）各産地において、職人の高齢化などにより、廃業する伝統産業事業者が増加しており、

技術継承のためにも後継者育成が求められています。また、各産地での新商品開発や

販路開拓のためデザイン力やマーケティング力の向上が必要です。 

  

■政策の目的 「工芸の里の継承と創造」を目指し、３つの伝統的工芸品の産地が立地する

特性を活かした伝統産業の振興と、丹南地域の５産地との連携を図り、交流人

口の拡大を促進します。 

千年未来工藝祭 
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取組みの方針 

（１）ブランド力の向上 

①丹南地域の各産地が連携して交流機能を強化し、工芸の作り手との交流やモノづく

り体験の場を提供している「千年未来工藝祭」や「ＲＥＮＥＷ」などの開催を通して、

情報発信力を高め、ブランド力を強化していきます。 

②「越前生漉鳥の子紙」の手漉和紙技術を保存継承するための活動を支援し、ユネスコ

無形文化遺産登録を目指します。 

（２）新たな需要拡大 

①新たな需要開拓のため、芸術家や建築家、デザイナーなどを産地に招へいし、伝統産

業を活用した製品や作品制作につなげ、産地の認知度向上を図ります。 

②越前和紙では、見る・学ぶ・体験できる越前和紙の里をＰＲし観光誘客を図ります。 

③開祖の刀匠・千代鶴国安を探求し、越前打刃物の奥深さを世界に発信することで、市

民の誇りを高め、更なるブランド化に繋げます。 

④越前打刃物の歴史及び工芸文化の発信力向上のため、越前打刃物振興施設の観光誘

客機能を強化するとともに、施設東側空き地の有効活用を図ります。 

⑤タケフナイフビレッジ東側の多目的広場に独立工房の開設を誘導し、ナイフ村を形

成するとともに、観光拠点としての拡充を図ります。 

⑥越前箪笥では、現在の生活様式に合わせた新商品開発や販路開拓、首都圏でのＰＲを

支援します。 

（３）後継者育成、人材確保、新商品開発 

①全国から伝統工芸への就業を希望する若者を広く募集するため、「伝統工芸職人塾」

制度を関連する学校に周知するなど、募集体制の強化を図ります。 

②若手職人の定着のため、空家を活用した居住環境の整備に取り組みます。 

③和紙の研究所や大学などのシンクタンク機能を設け、紙漉き技術の継承や新商品開

発、デザイン力やマーケティング力の向上を図ります。 

④学生のアートキャンプや芸術家によるアーティストインレジデンスなどの取組みに

より、クリエイターとの関係性を構築していきます。 

 

関連する計画 

 市工芸の里構想  

 市産業活性化プラン 

観光産業Ｐ 

文化県都Ｐ 

文化県都Ｐ 

文化県都Ｐ 

文化県都Ｐ 

ＵＩＪターンＰ 
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政策７   いきいき働く仕事  

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）本市の有効求人倍率は、令和４年８月で１．８０倍の高い水準を維持しており、生産

工程の職業を求める企業側と、事務的職業を求める労働者との間で、求人と求職との

ミスマッチが生じています。 

（２）人口減少が続けば、生産年齢人口も減り続けます。働き盛りの２５歳から３４歳まで

の人口は、令和４年４月１日の時点で、８，８６３人に対し、外国人市民の人口は１，

６３２人と約１９％となっており、生産年齢人口に占める外国人市民の割合が高く、

大きな役割を担っています。 

（３）経営者の高齢化や担い手不足等により、廃業を余儀なくされる事業所が出ています。 

（４）人生１００年時代を迎え、生涯現役社会の実現が求められる中、就労意欲の高い高齢

者が働ける場所を確保することが必要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高校生の企業見学 

■政策の目的 慢性的な人手不足が続く雇用環境に対して、ハローワークや商工団体、教育

機関との連携により、市内企業の就職・就業の支援やＵＩＪターンの推進によ

る生産年齢人口の確保とワークライフバランスの充実を図ります。 

労働力人口と労働力率の推移 

（出典 令和 2 年国勢調査 就業状態等基本集計） 
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取組みの方針 

（１）多様な働き方への支援 

毎月、ハローワーク武生、武生商工会議所と市雇用情報連絡会を開催し、市内の求人や

求職の状況、外国人市民の雇用状況、給付金の支給状況などの雇用情報を共有し、雇用

のミスマッチ解消を目指します。 

（２）労働力の確保 

①市内の製造業や建設業に従事する人の働く姿やライフスタイルに焦点を当て、企業

の魅力、本市で働く魅力を発信するウェブサイト「越前ＷＯＲＫ魂」を充実し、雇用

機会の創出を図ります。 

②将来を担う学生やその親を対象に市内企業を訪問し、企業の優れた技術や製品、働く

現場を実際に体感する企業見学会を開催します。 

③若者や女性、高齢者のほか、外国人市民や障がい者などが働きやすく、ワークライフ

バランスの取れた職場環境づくりを進めるため、セミナーの開催や就労支援策の充

実を図ります。 

④就職奨励金を支給し、県外からのＵＩＪターンを促進します。 

（３）事業の持続的発展・事業承継を支援 

商工団体など身近な伴走機関と連携し創業支援を行います。また経済資源の散逸防止

や地域経済の発展のため、事業の持続的発展・事業承継を支援します。 

（４）高齢者の就労場所の確保 

意欲ある高齢者が就労できる場所の確保に取り組む団体等を支援し、高齢者の雇用確

保を図ります。 

 

関連する計画 

 市産業活性化プラン 

ＵＩＪターンＰ 

-63-



政策８   農業経営の安定化 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）これまで、農地集積や効率的な米の生産を推進してきましたが、担い手の高齢化、米

離れ、米価下落といった社会情勢の中で、圃場の大区画化、担い手ごとの農地集積な

ど、さらなる効率化が求められています。 

（２）環境調和型農業等を推進し、有機栽培米などの高付加価値米の生産拡大と高収益化を

進め、農家の経営安定を図る必要があります。しかし、有機農業においては、その収

量の低さや不安定な生産性が課題となっています。 

（３）園芸では、イチゴやブドウの収穫体験、６次産業化による新たなスタイルの園芸が成

長してきています。この分野をさらに成長させるためには、スマート農業による作業

の効率化や新たな作目の可能性を探る必要があります。 

（４）豚熱による養豚経営への打撃は大きく、頭数では比較的に影響が少なく見えるが、残

された養豚経営者は一経営体となっています。 

県と連携して産地の再興を図る必要があります。 

（５）高齢化が顕著な中山間地域の条件不利地では、農地の適正管理、集落単位での鳥獣被

害防止のための防護柵の設置や維持管理が困難となっており、農地の保全や持続可能

な営農が課題となっています。 

（６）環境調和型農業の基盤をブランド化し、環境調和型農業等に取り組む農家の収益増に

つなげることと、自然豊かな里地里山の魅力の情報発信により、自然体験や民泊によ

る交流人口を増加させることが必要です。 

 

 

  

■政策の目的 環境調和型農業や有機農業の推進、生きものを育む自然共生型農業の基盤を

維持するとともに、デジタル技術による生産性向上と農産物の高品質化による

農業経営の安定、里地里山の農地保全を図り、持続可能な農業を目指します。 
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取組みの方針 

（１）水稲などの土地利用型農業の効率的経営 

担い手ごとに圃場を集約し、圃場の大区画化等により、生産性の向上を図ります。 

（２）有機農業の推進 

国の「みどりの食料システム戦略」に則り、県が進める「有機農業産地づくり推進」を

ともに取り組む中で民間企業とも連携し、有機米生産の無人化や省力化、栽培技術の向

上、収量の向上に向けたスマート農業の導入について、研究と実証を行い、高付加価値

な有機農業をさらに推進します。 

（３）新たな園芸作物の振興 

果樹などの新たな戦略的園芸作物の導入と６次産業化を図ります。また、生産の省力化

と新規就農しやすい環境づくりの観点からスマート農業を推進します。 

（４）畜産の支援体制の構築 

畜産、特に養豚は新たな参入を促すため、スタートアップ時の経営と技術両面での支援

体制構築を県と共に取り組みます。 

（５）中山間地域での対応強化 

①中山間地域の不整形や狭小農地など担い手農家への集積が困難な条件不利地におい

て、農地保全策や鳥獣害対策などに行政が関与する総合的な事業の新たなスキーム

を国に提案します。 

②鳥獣害対策について、地域ぐるみで鳥獣害対策に取り組む「獣害自警隊」（仮称）の

創設に取り組みます。 

（６）自然豊かな里地里山の魅力発信による関係人口の拡大 

①環境調和型農業や有機農業による農産物や農産物加工品について、コウノトリブラ

ンドとして商品化し、都市住民に情報発信し、農家の収益性向上を図ります。 

②コウノトリをシンボルとした多様な生きものを育む農業体験をはじめとしたグリー

ン・ツーリズムを推進し、里地里山への誘客を図ります。 

 

関連する計画 

 市食と農の創造ビジョン 

有機農業Ｐ 

有機農業Ｐ 

有機農業Ｐ 

有機農業Ｐ 

観光産業Ｐ 
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政策９   次代への森づくり 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）戦後に拡大造林された人工林を中心に、森林資源は適齢伐期を迎え、主伐による本格

的な森林生産への移行が求められていますが、木材の需要低迷やコスト上昇に伴う採

算性の悪化、高齢化による林業従事者の減少により、森林整備意識の低下や関心の希

薄化が進んでいます。 

（２）集中豪雨などによる森林災害に対し、山地災害や洪水を緩和する機能の整備とともに、

災害発生の恐れがある区域の住民に対して、事前に情報提供を行う必要があります。 

（３）森林は、国土保全、水源涵養、生物多様性の保全、地球温暖化を防止するなどの公益

的機能を有していることから、今後もこれらの機能を維持・拡大する必要があります。 

また、森林が有するレクリエーション機能を活用した事業の展開も期待されています。 

（４）森林を維持するため、「産業」「防災」「保全と活用」の３つの視点により長期的かつ

計画的に森林整備を行う必要があります。 

   

森林施業の様子 

■政策の目的 次の世代に持続可能な森林を継承し、魅力ある林業を構築するために、林業

の担い手の確保と適切な森林管理に取り組み、災害に強く、木を守り活かす森

林整備に取り組みます。 
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取組みの方針 

（１）「産業」の視点での森林整備 

①木材生産や森林整備に従事する事業者の確保と育成を図ります。 

②木材生産と県・地元産材の利用促進を図るため、公共施設の整備での県・地元産材に

よる木造・木質化を、備品発注の際に県・地元産の木製備品の導入を促進します。 

③林地で発生した残材等を活用したバイオマス利用に取り組みます。 

（２）「防災」の視点での森林整備 

①治山事業等に取り組み、森林の防災機能の維持・向上を図ります。 

②山林での土壌の掘り返しや樹木の皮剥ぎなどの鳥獣被害への対策に取り組みます。 

③地域ぐるみで鳥獣害対策に取り組む「獣害自警隊」（仮称）の創設を進めます。（再掲） 

（３）「保全と活用」の視点での森林整備 

①公益的機能を維持するため、間伐等の森林施業を行い、森林保全に取り組みます。 

②登山やトレイルランなどのレクリエーション機能や特用林産物等の活用を通じて、 

山林の多面的な機能を発揮するよう活用していきます。 

③森林と市民を結ぶ拠点として、「八ツ杉森林学習センター」の整備を進めます。 

④身近で自然と触れ合える場として、村国山の芦山公園の再生に取り組みます。 

（４）長期的かつ計画的な森林整備の推進 

①森林整備に当たっては、「産業」「防災」「保全と活用」の視点に沿って、積極的に森

林環境譲与税を活用していきます。 

②森林に対する全国的な動向や木材市況を調査し、長期的な視点によるマスタープラ

ンを策定し、計画的な森林整備を推進します。 

 

関連する計画 

 市森林整備計画  

 

居場所づくりＰ 
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政策１０  地球にやさしい環境 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）地球温暖化が一因とされる気候変動による豪雨災害等の頻繁化・激甚化が、地球規模

での環境問題になっており、二酸化炭素排出量の削減に私たち一人ひとりが意識を持

ち、市民・事業者・行政が一体となった再生可能エネルギーの導入や省エネルギー化、

環境に配慮したライフスタイルへの転換など、早急な取組みが求められています。 

（２）環境汚染の発生防止に向けた大気や水質などの調査や事業所への監視・指導の継続、

廃棄物の不法投棄防止に向けた対策を強化する必要があります。 

（３）ごみの排出量の抑制やリサイクルの推進といったこれまでの課題に加え、近年では生

物多様性の危機や海洋プラスチック問題、食品ロスなど新たな環境問題が課題となっ

ています。 

（４）気候変動、生物多様性の喪失、資源の枯渇など、私たちの開発活動に起因する様々な

環境問題を解決し、持続可能な社会を実現するため、ＳＤＧｓの推進に繋がる市民の

環境意識の醸成や環境保全に取り組む人材の支援が課題となっています。 

 

 

 

  

■政策の目的 本市が誇る豊かな自然や産業・農作物など数多くの地域資源を将来に受け継

ぐために、市民・事業者・行政が一体となって、脱炭素化、自然環境の保全・

再生、地域の３Ｒの推進に取り組み、本市が目指す環境像「水きらめき 緑そよ

ぐ 地球にやさしい 越前市」の実現を目指します。 

837.5 864.7 836.7 902.6 893.1 967.5

229.1 205.4 154.8
147.2 132.7

117.9

236 231.4
220.3

217.6 223.8 202.4

232.5 233.1
163.1

164.4 167.7 169.2

3.2 3.5

3.8
4.3 4.2 3.8

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

H25 H26 H27 H28 H29 H30

越前市の部門別二酸化炭素排出量の推移

産業部門 民生業務部門 民生家庭部門 運輸部門 廃棄物部門

(千 t-CO2) 

アースデイえちぜん２０２２の様子 

-68-



 

    

取組みの方針 

（１）脱炭素社会の実現に向けた都市づくり 

①市の脱炭素化の象徴として、武生中央公園を再生可能エネルギーや未利用資源を活

用した「ゼロカーボンセントラルパーク」にすることを目指します。 

②公共施設への太陽光発電設備の設置や再生可能エネルギーの導入を推進し、併せて、

避難所等に電力確保のための蓄電池を整備し、防災機能を強化します。 

③公共施設においてＬＥＤ化や卒ＦＩＴ電力の活用を図ります。 

④越前たけふ駅周辺を「ＲＥ１００エリア」とし、事業活動に必要なエネルギーを全て

再生可能エネルギーで賄うことや未利用資源（水素など）を活用した取組みを進めま

す。 

⑤小水力発電や水素エネルギーなどを活用した取組みを進めます。 

（２）水や空気がきれいな安全安心が実感できるまちづくり 

①大気質や河川・地下水質、道路騒音などを定期的に調査・観測し、結果の公表や問題

が発生した場合の速やかな対策を実施します。 

②定期的にパトロールを実施し、問題の早期発見と再発防止対策に取り組みます。 

③町内会などが行う清掃活動に対し、ごみの回収や処理などに支援・協力します。 

④廃棄物減量等推進審議会と連携し、ごみの減量化及び適正処理を推進します。 

（３）資源が循環するごみの少ない都市づくり 

①ごみの分別方法の周知やごみの分別・減量に関する意識の向上に努めます。 

②プラスチックごみの削減とリサイクルの促進により、資源循環の促進を図ります。 

（４）環境意識の醸成で環境を守り育むまちづくり 

①小中学校、幼稚園、保育園、認定こども園での環境学習を推進します。 

②エコビレッジ交流センターやエコクリーンセンター南越で、環境学習や情報発信を

推進します。 

③市政出前講座を開催し、環境意識の啓発を図ります。 

④飼い主のいない猫の不妊手術など、市民生活の環境保全に取り組みます。 

 

関連する計画 

 市環境基本計画 

 南越清掃組合 一般廃棄物処理基本計画 

脱炭素Ｐ 
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政策１１  里地里山の保全と活用 

コウノトリ 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）里地里山や希少野生生物などの保全を図るため、環境調和型農業に取り組む水田での

水田退避溝や休耕田ビオトープなどの面積を更に拡大する必要があります。 

（２）希少野生生物などの保全と特定外来生物の駆除について、地域全体での理解のもと、

効率的・効果的に取り組むことが必要です。 

（３）有機農業と連動した多様な生き物を育む農業を都市住民に訴求しながら、農産物や加

工品をコウノトリブランドとして販売し、自然体験や民泊へ誘客するなどの取組みに

より、農家への評価と収入確保、地域の活力の増大につなげる必要があります。 

また、コウノトリの定着に必要な多様な生きものが生息する自然豊かな環境を保全す

るため、活動を担う団体などが培ってきた保全手法を広く共有し、野生コウノトリが

絶滅した原因、里地里山の生態ピラミッド、自然界の命のつながりなどを学ぶ環境学

習が求められています。 

 

 

 

 

             

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■政策の目的 自然豊かな里地里山が存在し、多くの希少野生生物が確認されています。この生

物多様性を次世代へ継承し、自然環境の保全や里地里山の魅力の向上を図るととも

に、学びの機会づくりに取り組みます。 
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取組みの方針 

（１）里地里山の保全再生 

①里地里山や生物多様性の保全を進めるため、地域の農家に対し水田退避溝、休耕田ビ

オトープなどの効果的な整備や管理方法の普及に努めます。 

②身近で自然と触れ合え、里山・里の川での居場所づくりとして、村国山の芦山公園の

再生に取り組みます。 

（２）希少野生生物の保全活動 

希少野生生物の保全と併せて、特定外来生物などの駆除や防除を効率的・効果的に取り

組めるよう、住民による地域活動として広く普及を促進します。 

（３）農村の魅力発信による関係人口の拡大 

①有機農業や環境調和型農業による農産物や加工品をコウノトリブランドとして商品

化し、都市住民に広く訴求し、関係人口の拡大を図ります。また、コウノトリをシン

ボルとした多様な生き物を育む農業体験や農家民泊を県外の都市住民ＰＲに訴求す

るため、市の温浴施設を情報発信の起点又はハブとして連携していきます。 

②コウノトリＰＲ館やエコビレッジ交流センターを拠点に、多様な生きものが生息す

る自然豊かな環境について学習する機会を提供します。 

 

関連する計画 

 市食と農の創造ビジョン 

居場所づくりＰ 

有機農業Ｐ 
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すこやかで幸せなくらし 

幸せな１００年人生を支える健康長寿に取り組む 

 

政策１２  地域での支え合い 

政策１３  高齢者の元気応援 

政策１４  障がい者の活躍支援 

政策１５  健康づくり 

 

基本構想のテーマ ３ 
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政策１２  地域での支え合い 

68

82
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84
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Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

(%)

町内福祉連絡会の様子 

町内福祉連絡会の実施率 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）核家族化の進行やひとり親世帯、単身世帯、高齢者のみ世帯の増加などの家族形態の

変化や、地域住民のつながりの希薄化などにより、地域における支え合いの基盤が弱

まっています。そのため、地域が抱える生活課題の解決に向け、地域のつながりを見

直し、強化することが必要です。 

（２）地域福祉活動を持続可能なものにするには、地域住民が主体的に取り組むことが必要

です。また、地域の福祉課題が複雑・多様化しているため、関係団体や専門機関等の

資質向上に取り組む必要があります。 

（３）課題を抱える世帯の原因は複雑多岐にわたるため、制度ごとの縦割りの対応ではなく、

関係機関が連携した包括的な支援体制を構築し、対応しています。今後は、関係機関

での同一認識のもと、制度の狭間に陥ることのない、切れ目ない支援体制を強化する

必要があります。また、支援につながりにくい人を早期に発見し、地域での見守り体

制と相談支援機関へつなぐ仕組みを強化する必要があります。 

 

 

 

 

  

■政策の目的 地域に暮らす全ての人が、住み慣れた地域の中で、自分らしく生活を送るこ

とができるよう、行政・地域住民・事業者等あらゆる人や団体がつながり、支

え合い、ともに幸せに生きるまちづくりを目指します。 
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取組みの方針 

（１）地域のネットワークづくりの推進 

①地域住民がお互いに支え合い助け合えるような関係性をつくるとともに、町内や近

隣企業等との連携による見守り活動や居場所づくりなどを推進し、地域全体で支え

合う地域力の向上を図ります。 

②身近な地域で、子ども、高齢者、障がい者や外国人市民も、誰でも気軽に集える場所

や機会を創出し、町内や地域で自分らしくいられる居場所づくりを推進します。 

③地域において、気がかりな住民を把握し、地域全体で見守る体制づくりを推進します。 

（２）地域の中で支え合える人材育成の推進 

①市民相互の助け合いの意識を高め、地域福祉活動への参加を促し、地域福祉を支える

担い手の育成につなげます。 

②ボランティアやＮＰＯ等の活動に関する情報や活躍できる場所や機会の提供に努め、

市民の様々な地域福祉活動を推進します。 

③専門的観点から助言や支援を行える社会福祉法人やＮＰＯ団体等の民間団体や人材

の育成を図ります。 

（３）分野を越えた支援体制の充実 

①子ども、障がい者、高齢者等をはじめ、生活困窮、ひきこもり、成年後見、自殺対策、

その他あらゆる福祉分野の相談支援体制の強化を図ります。 

②福祉分野の垣根を越えて、相談支援機関の連携を深め、複雑・多様な課題や不安を抱

える人を早期に発見し、支援する仕組みを強化します。 

③市福祉総合相談室を拠点に、地域と保健・福祉・医療・教育・労働・住まいなどの多

分野が連携し、様々な課題を解決する「つなぐ・つながる支援」を推進します。 

 

関連する計画 

  市地域福祉計画  

 

１００年健康Ｐ 

居場所づくりＰ 
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政策１３  高齢者の元気応援 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）高齢化率（令和４年４月）は２９．２％と、この１０年で約５％上昇しています。令

和４年３月末時点の要介護認定率は、１６．１％で、県（１７．４７％）、国（１８．

８５％）よりも低い状況ですが、生活習慣病に由来する要介護認定者が増加傾向にあ

ります。要介護認定率の上昇を抑えるため、一人ひとりの生活の質の向上を図ること

が必要です。 

（２）高齢者人口がピークを迎える令和２２年（２０４０年）に向け、介護や支援が必要に

なっても、住み慣れた地域で安心して人生１００年時代をその人らしく暮らせるよう、

地域包括ケアシステムを引き続き深化・推進していくことが必要です。 

（３）国の将来推計では、認知症は高齢者の５人に１人が発症すると言われており、高齢化

が進むとともに、認知症の人が増加しています。また、地域とのつながりが希薄にな

り、地域で助け合う互助の精神が薄れつつあるため、地域全体で認知症の人とその家

族を見守り、支援する体制の推進が必要です。 

（４）要介護者の増加による介護給付費の増大や介護人材の不足が懸念されています。高齢

者の自立支援や要介護状態の重度化防止に向け、ケアマネジャーの更なるケアマネジ

メント力の向上が必要です。また、利用者や家族においても、自立支援を目指したよ

り適切なサービス提供について理解を得ることが必要です。 

 

 

  

いきいきふれあいのつどいの様子 

■政策の目的 高齢者一人ひとりが尊重され、生きがいを持って、住み慣れた地域で安心し

て、その人らしく、人生１００年時代を暮らせる、「ウェルビーイング」な社会

を目指します。 
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要介護認定率の推移

全国（%） 福井県（%） 越前市（%）
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取組みの方針 

（１）介護予防・健康づくり施策の推進 

①いきいきふれあいのつどいなどの高齢者の居場所づくりを進めるとともに、住民主

体の介護予防活動の充実を図ります。 

②筋力低下や認知症予防などの介護予防教室を展開する高齢者の居場所「元気カフェ」

を拠点として、フレイル予防を推進します。 

③地域包括支援センター等と連携し、地域特性に合わせた介護予防事業を拡充します。 

④生活習慣病の発症・重症化予防等の健康づくり事業とフレイル予防等の介護予防事

業の一体的な取組みを進めます。 

（２）地域包括システムの推進 

①高齢者やその家族の多様なニーズに応え、適切な対応ができるよう地域包括支援セ

ンターの機能強化を図ります。 

②地域支え合い推進員を中心に課題を共有し、地域が連携した取組みを推進します。 

③住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、介護と医療等の多職種間連携を

充実させます。 

（３）認知症施策の推進 

①認知症になっても、地域の人の見守りのもと、高齢者やその家族が安心して生活でき

るような地域づくりを推進します。 

②認知症に関する知識や対応方法などについて、高齢者やその家族及び地域の方々へ

の普及・啓発に努めます。 

③介護負担の増大から生じる虐待の防止や早期発見に努めます。 

④認知症等で判断能力が低下した場合の権利擁護に取り組みます。 

（４）介護サービス提供体制の強化 

①利用者やその家族、地域等に対し介護保険制度の周知を図ります。また、介護の仕事

への理解と認識を深める啓発活動等を通じて、介護人材の育成と確保を図ります。 

②地域ケア会議の開催やケアプラン点検、事業者向け研修等を実施し、ケアマネジメン

ト力の向上及び介護給付費の適正化を推進します。 

 

関連する計画 

 市高齢者福祉保健計画  市介護保険事業計画  市地域福祉計画  

１００年健康Ｐ 

１００年健康Ｐ 
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政策１４  障がい者の活躍支援 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）障がい者への政策を進めるに当たって、当事者の参画を推進するため、障がいのある

人に対する差別の解消に向け、障がいについての市民の理解を深める必要があります。 

（２）災害時の避難所において、障がい特性に応じた支援や合理的配慮（※）ができる環境

を整備する必要があります。また、障がいのある人が感じる障壁を取り除くため、障

がいの特性に応じた手段により情報が取得でき、コミュニケーション手段の選択及び

利用の機会が確保されることが必要です。 

（３）障がいのある人が、一人ひとりに合った福祉サービスを利用でき、自立した生活を送

ることができるよう、福祉サービスの充実に努める必要があります。また、情報を適

宜提供できるよう、相談体制の充実を図ることが必要です。 

（４）障がいのある人が地域でその人らしく暮らしていくには、地域住民が障がい特性を理

解することや、家族や関わる人たちを支援するなど、福祉・教育・労働等の各機関及

び福祉事業所等による個々に応じた一貫性のある支援が継続的に行われることが重

要です。 

 

※ 合理的配慮 

    障がいのある人が困っているときに、その人に合ったやり方で困りごとを取り除くために、周りの人や社会な

どがすべき無理のない配慮 

 

 

 

  

障がい者用防災スカーフ 

■政策の目的 障がいのある人もない人もお互いに認め、支え合い、自分らしく生活するこ

とができる環境づくりを推進します。また、障がいの有無によって分け隔てら

れることのないウェルビーイングな共生社会の実現を目指します。 
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（出典：県障害福祉課） 
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取組みの方針 

（１）共生社会についての理解促進 

①施策の立案・実施に当たっては、障がい者当事者の参画を得て開催している手話言語

条例等の推進連絡会をはじめとして、今後さらに参画する機会を増やし、その意見等

を積極的に反映させます。 

②地区福祉ネットワーク会議や出前講座の活用等により、ヘルプマークや障がい者用

防災スカーフの普及を図るとともに、合理的配慮や差別解消についての市民の理解

を深めていきます。 

（２）安全・安心な生活のための環境整備 

①障がいのある人や支援者が参加する地域の防災訓練など、防災対策を推進します。 

②障がいのある人や関係者の意見を聴きながら、手話の普及啓発や障がい特性に応じ

た情報の使いやすさの向上や歩道などの都市インフラの整備・改修においてユニバ

ーサルデザインのまちづくりを推進します。 

（３）自立した生活・自己実現のための環境整備 

①市障がい福祉サービス関連協議体や丹南地区自立支援協議会において、必要な福祉

サービスやその受け皿について検討し、個別ケースに応じた適切な支援に努めます。 

②日常的に相談を受けることができ、必要に応じ総合的・専門的な相談ができるよう、

障がい福祉サービス団体などによる支援体制の強化に取り組みます。 

（４）ライフステージに応じた環境整備 

①医療的ケアが必要な子どもが地域で生活できるよう、医療、保健、福祉、教育、労働

等の関係機関が連携し、チームで対応する仕組みづくりを進めます。 

②市障がい福祉サービス関連協議体等において、関係機関が連携しやすい仕組みづく

りなど、発達障がいのある人に対する継続的な支援に取り組みます。 

 

関連する計画 

 市障がい者計画 

 市障がい福祉計画・市障がい児福祉計画 
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政策１５  健康づくり 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）令和２年度の国保特定健康診査受診率について、市は２６．６％であり、国３３．７％、

県２６．９％と比較し、低い状況です。病気の予防、早期発見や早期治療につながる

よう、健康診査等の受診率を向上させることが重要です。また、糖尿病や高血圧など

の生活習慣病を抱える人も多く、発症予防と重症化予防の徹底が必要です。 

（２）市内の小中学生を対象にした令和２年度の健康診断統計では、肥満傾向にある児童生

徒の割合が、平成２８年度と比較し増加しています。家族構成や生活スタイルが変化

する中で、幼少期から正しい生活習慣を身につけることが必要です。 

（３）働く世代では、健康づくりや運動に無関心な人が多いことから、これまでの生活習慣

を見直す機会の提供や健康意識を高める環境づくりが必要です。また、外国人市民に

対する健康づくりにおいては、食生活や文化の違いを考慮したアプローチが必要です。 

（４）自殺者数については令和元年度以降増加傾向にあり、メンタルヘルス対策を強化させ

ることが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

■政策の目的 健康寿命の延伸に向け、人生１００年を通じて心身ともに健康で、生き生き

と、安心して幸せに暮らせるよう、それぞれのライフステージに応じた健康づ

くりや疾病予防に取り組みます。 
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女性健康寿命（日常生活で支援や介護を要しない自立期間）

男性平均寿命

女性平均寿命

越前市の男女健康寿命と平均寿命 

（出典：福井県健康政策課資料） 
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取組みの方針 

（１）生活習慣病対策の推進 

①健康講座開催などの健康教育や健康相談について、市民に広く参加を働きかけます。 

②医療機関や健康関連団体と協力し、歯科も含めた健康診査の受診率向上を図ります。 

③保健指導を必要とする方に対する健康相談や訪問指導を徹底し、生活習慣病の重症化

予防に努めます。 

（２）子どもの健康づくりの推進 

生活習慣が定着する幼少期から「よく噛んでゆっくり食べる」ことを推奨するため、保

育所や学校等と連携し、子どもが親しみやすいキャラクターを利用して啓発に取り組

みます。 

（３）おとなの健康づくりの推進 

①市内の事業所に対し、健康すまいる事業所への登録を推奨するとともに、各事業所で

の健康課題に対応した支援や、ＩＣＴを活用した健康プログラムの取組みなどを促

し、健康経営を推進します。 

②地域の健康づくりボランティア団体等と連携し、働く世代の健康づくりを進めます。 

③外国人市民向けに多言語対応したＳＮＳによる健康情報の発信などに取り組ます。 

（４）こころの健康づくりの推進 

①こころの健康に欠かせない睡眠と休暇を対象とする健康づくりに取り組みます。 

②悩んでいる人に気づき、必要な支援につなげるゲートキーパーの養成など、自殺対策

を支える人材の育成を推進します。 

 

関連する計画 

 市健康２１計画    市いのち支える自殺対策計画 

    市国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画） 

  市国民健康保険特定健康診査等実施計画 

１００年健康Ｐ 

１００年健康Ｐ 

１００年健康Ｐ 
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未来へつづく子育て・教育 

子どもたちが夢を持って、健やかに育つよう応援する 

 

政策１６  子育て・子育ちの応援 

政策１７  学校での教育 

政策１８  地域での教育 

政策１９  生涯の学び 

政策２０  生涯のスポーツ 

 

 

基本構想のテーマ ４ 
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政策 1６  子育て・子育ちの応援 

 

303

150

225

100

150

200

250

300

H29 H30 R1 R2 R3

子どもに関わる相談件数

児童相談件数 ひとり親相談件数

児童発達相談件数

46%

91%

26%

68%

9%

44%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H16 H21 H26 R1 R2 R3 R4

保育所・認定こども園等入園率

（低年齢児）

2歳 1歳 0歳

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）就学前教育・保育の重要性の認識の高まり、小学校への円滑な接続や支援を必要とす

る子どもへの対応のため、保育士等の専門性と質の向上が求められています。 

（２）就学前教育・保育施設の適正配置に係る施設整備が必要です。特に、０歳から２歳児

までの低年齢児について、保育ニーズが高く、保育士等の確保と受入れ枠の確保が喫

緊の課題です。また、医療的なケアが必要な子どもなどへの多様な保育サービスに対

応するための体制整備も必要です。 

（３）子どもや妊産婦、子育て家庭の悩みや課題は複雑化、多様化しています。気がかりな

妊婦への対応や親子の愛着形成の機会づくり、育てにくさを感じる親への寄り添い支

援が必要です。また、未就園児やヤングケアラーなど、支援につながりにくい子ども

や家庭に対する適切な相談支援や、発達に支援が必要な子どもの育ちやその家庭の自

立を支える体制強化が必要です。 

（４）安心して子育てができ、子どもが健やかに成長できる環境が必要です。そのためにも、

地域住民同士の協力関係（つながり合い）の強化が必要です。 

 

 

 

 

 

  

■政策の目的 全ての子どもの健やかな成長と自立を支援する取組みを推進します。子育て

と仕事の両立を支援し、すべての子育て家庭を地域全体で支えるウェルビーイ

ングな環境づくりを推進します。 

(件) 
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取組みの方針 

（１）就学前教育・保育の充実 

西校区の新公立認定こども園内に設置する市乳幼児教育・保育支援センターを拠点に、

就学前教育・保育の充実に努めます。 

（２）保育ニーズへの対応 

①就労支援金などによる保育士確保対策の強化と処遇改善に取り組みます。 

②多様な保育ニーズに対応するため、吉野校区に新公立認定こども園を整備するほか、

民間保育園・幼稚園の認定こども園への移行や整備を進めます。 

③医療的ケアが必要な子どもの受入れについて、就学前教育・保育施設や放課後児童ク

ラブ等の体制整備を進めます。 

（３）妊娠期からの切れ目ない相談・支援体制の充実 

①虐待・ひとり親・生活困窮・ヤングケアラーなど支援を必要とする子どもやその家族

の早期発見・早期対応につなげ、全ての子ども、妊産婦、子育て世帯の一体的な相談・

支援を担う「こども家庭センター」を設置します。 

②家庭問題や子育てに関する個別相談、様々な家庭問題をテーマとした講演会への講

師派遣、子育て中の保護者の交流サロンなど、支援事業を充実させます。 

③児童発達支援センターなないろの機能を拡充し、発達に支援が必要な子どもとその

家庭に対し、相談支援や療育を行い、関係機関と連携しながら、子どもの成長と自立

を支えるための総合的な支援を進めます。 

（４）安心して子育てできる環境づくり 

ふるさと納税を財源に「こどもまるごと応援基金」を創設し、子ども医療費の窓口完全

無料化をはじめ、子どもの遊び場や就学前教育・保育施設の充実など、地域で安心して

子育てできる環境の整備を充実します。 

 

関連する計画 

 市子ども・子育て支援計画   市地域福祉計画 

 市障がい者計画   市障がい福祉計画及び市障がい児福祉計画 

 市多文化共生推進プラン 

 市教育振興ビジョン（市教育大綱） 

こども応援Ｐ 

こども応援Ｐ 

こども応援Ｐ 

こども応援Ｐ 
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政策１７  学校での教育  

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）子どもたちは、幼児期から切れ目なく、集団の中で学ぶ環境を整えることで、社会に

は多様な価値観があり、お互いに認め合うことが求められます。 

集団の中で学習することができない子どもたちには、個別の支援が必要です。障がい

を持つ子どもにはそのニーズにあった特別支援教育、不登校の子どもにはその子ども

が孤立しない取組みが必要です。 

外国語を母語とする子どもたちが増加する中、個々の子どもの状態や教育的ニーズに

合わせた支援が必要です。子どもたちの多様なあり方を相互に認め合える教育の充実

が必要です。 

（２）情報の収集や発信を行う力や、物事を論理的に考える力が付くよう、子どもたちが１

人１台コンピュータを利用できる環境や、コンピュータの活用を支援できる人材を確

保し、教育の質を高めることが必要です。 

（３）ふるさと教育を通して、子どもたちのふるさと意識の向上を図るため、就業体験の場

の確保や、授業やスポーツなどで子どもたちに体験活動やキャリア教育、食育を通じ

て豊かな心を育むことが必要です。 

 

 

 

  

タブレットを活用した授業風景 

 

■政策の目的 学校での教育を通して、子どもたちが、確かな学力や豊かな心、健やかな体

など生きる力をつけることを目指します。子どもたちそれぞれが夢をもって、

将来を考える力をもてるよう応援します。 
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取組みの方針 

（１）個別最適な学びと協働的な学びの充実 

①幼児期と義務教育期の円滑な接続を推進します。 

②個別支援が必要な子どもたちに人材を配置し、学びを支援します。 

③外国語を母語とする子どもたちへの日本語指導等について、それぞれの子どもの理

解度に応じ、きめ細やかに支援します。 

④外国人児童生徒への日本語初期指導、日本語及び教科の取出し指導、教科及びその他

の活動の入り込み指導を充実します。 

（２）情報活用能力の習得のための小・中学校教育の推進 

①子どもたちに論理的思考が身につくよう、１人１台コンピュータを使用できる環境

を維持します。 

②コンピュータの活用の支援などを行う支援員を配置し、授業の質が高まる環境を整

備します。 

（３）子どもたちへのふるさと教育の推進 

①職場体験や工場見学、本市の伝統的工芸品のモノづくり体験や工房見学、食育などを

行い、ふるさとへの理解を深めます。 

②子どもたちやその家族に、地域産業のイベントである産業フェアや千年未来工藝祭

などへの参加を誘導し、地元企業や地場産業への理解を深めます。 

③授業やスポーツなどにおいて、地域の人と協働して取り組み、子どもたちと地域の人

との日常的なつながりを深めます。さらに、地域の歴史・文化や風習などの地域の宝

を子どもたちに継承し、ふるさとへの愛着と誇りを醸成します。 

 

関連する計画 

 市教育振興ビジョン（市教育大綱）  

 市子ども・子育て支援計画  

 市教育施設等長寿命化方針  

 市教育の情報化計画書 

 

こども応援Ｐ 

こども応援Ｐ 

文化県都Ｐ ＵＩＪターンＰ 
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政策１８  地域での教育 
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現状と課題 

（１）地域における放課後の子どもの居場所づくりを進めています。すべての地区公民館に

おいて、放課後子ども教室を開催していますが、地域住民による講師やサポーターな

どの確保が課題となっています。放課後児童クラブにおいても、支援員や受け皿の確

保が課題となっています。また、小学校区ごとに、家庭学習支援拠点となる居場所づ

くりを進めていますが、勉強を教える教員ＯＢや学生、地域ボランティアの確保が課

題です。 

（２）登下校時の子どもへの声掛け事案は高止まり状態となっており、見守り活動を行う人

の確保や通学路の安全確保が必要です。また少年の検挙・補導案件は減少傾向にある

ものの、非行防止への取組みの継続が必要です。 

また、スマートフォンの普及やインターネット使用の低年齢化・長時間化により、青

少年がネット犯罪に巻き込まれたり、ネット依存になる事案が増加しています。 

 

 

 

 

 

  

（出典：内閣府） 

■政策の目的 小中学生が、地域の中で、心身ともに健全にかつ安全に成長するため、地

域・家庭・学校・行政が連携し、子どもが幸せを実感できる居場所づくりを進

めます。併せて、地域全体での見守り活動や教育力の向上を推進します。 

登下校時の子どもの見守り活動 
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取組みの方針 

（１）放課後の子どもの居場所づくりの推進 

①放課後子ども教室や放課後児童クラブ、家庭学習支援拠点などにおいて、指導・支援

する人材を確保できるよう、地域住民や地元企業に協力を呼びかけます。 

②地域住民との交流を深めながら多様な学習活動となるよう、放課後子ども教室の充

実を図ります。 

③児童の安全な居場所の提供や、児童館の機能向上を推進します。 

④地域住民による家庭学習支援拠点として、集会場などを利用した子どもの居場所づ

くりを支援します。 

（２）子どもを犯罪から守る取組みの推進 

①地域の子どもは地域で守るという意識を高め、登下校時の見守り活動を継続して推

進します。 

②学校や家庭が、親子がともにインターネットの正しい使い方や情報モラルを学ぶ機

会を増やします。 

③携帯電話等販売店にフィルタリング普及促進の申し入れを行うなど、子どもがネッ

ト犯罪に巻き込まれない取組みを地域ぐるみで行います。 

④青少年に対する街頭での声掛けや補導活動のほか、電話やＳＮＳを使った相談活動

の充実を図ります。 

 

関連する計画 

 市子ども・子育て支援計画  

 市教育振興ビジョン（市教育大綱） 
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政策１９  生涯の学び 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

（１）生涯学習事業への参加者の高齢化や固定化が進み、若年層や働く世代の参加が停滞し

ています。また、本を読まなくなる青少年が増加するなど、若者の読書離れが顕著に

なっています。 

（２）施設を利用できず、集まって顔を合わせることが困難な状況においても、誰もがいつ

でも主体的に学ぶことができるような学習環境や方法が必要です。 

（３）少子高齢化や人間関係の希薄化などにより、社会教育団体などの後継者が不足し、活

動のマンネリ化や衰退が進んでいます。また、図書館やかこさとし ふるさと絵本館

では、読み聞かせなどの読書活動を支える人材が不足しています。 

 

 

  

越前まなぼう座開講記念講演会（オンライン） 

■施策の目的 １００年人生において、市民一人ひとりが自主的・主体的に学習活動や読書活

動に取り組むことは、ウェルビーイングにとって大切です。市民の多様なニーズ

に対応した学習内容や機会のさらなる充実に取り組みます。 

公民館における高齢者向けスマートフォン教室 
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取組みの方針 

（１）生涯学習機会の充実 

①生涯学習センターの講座に単位制を導入し、「（仮）えちぜん市民大学」として、参加

のモチベーションを高め、継続した学びにつなげます。 

②生涯学習センターや地区公民館、図書館等は、市民の自主的で多様な学習ニーズに対

応した講座等の充実を図るとともに、市内の大学などと連携した講座開催に取り組

みます。 

③子どもが成長に合わせて本に親しめるよう、保護者などに読書活動の大切さを伝え、

家庭で一緒に本を楽しむ読書習慣の啓発を図ります。 

（２）生涯学習環境の整備 

①オンラインによる講座の開催や、講座のオンデマンド配信、ＳＮＳによる学習情報の

発信など、ＩＣＴを活用した新たな学習環境の整備を図ります。 

②電子書籍の導入を検討するなど、紙媒体にとらわれない読書活動の広がりを目指し

ます。 

（３）社会教育推進のための人材育成 

①社会教育団体等の活動を支援し、地域活動の担い手となる人材の発掘と育成に努め

ます。 

②読書活動に係わる市民ボランティアを支援するとともに、若年層のボランティア養

成に努めます。 

 

関連する計画 

 市教育振興ビジョン（市教育大綱）  

 読書のまち宣言 

 市子ども読書活動推進計画  市教育施設等長寿命化方針 
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政策２０  生涯のスポーツ 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）変化の激しい社会状況の中、市民の誰もが各々の興味・関心・適正等に応じて日常的

にスポーツに親しみ、楽しむ機会、成果発表や感動を分かち合える機会をどのように

確保し、充実させていくかが重要な課題となっています。 

（２）少子高齢化によりスポーツに参画する人が減少しています。特に、小・中学生の減少

が加速化し、スポーツ少年団や運動部活動等の競技人口の減少や、それを支える担い

手不足が課題となっています。また、地域におけるスポーツや運動を行う環境の維持

が求められています。 

（３）ｅスポーツなどデジタル技術を活用した新たなスポーツの楽しみ方が拡大していま

す。また、東京２０２０オリンピックで一躍注目されたアーバンスポーツは、若い世

代を取り込むことのできるスポーツとして、今後も注目を集め続けると考えられます。

新たなスポーツの在り方や推進について、議論を深めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■施策の目的 スポーツを通じて健康や体力を保持増進するとともに、人と人、地域と地域と

のつながりを深め、生きがいや夢、感動を実感し、幸福な生活を営むことができ

る生涯スポーツ社会の実現を目指します。 
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取組みの方針 

（１）多様な主体によるスポーツ機会の創出 

１００年人生において、スポーツを通じて健康の保持・増進やいきいきとした生活を実

現できるよう、スポーツ協会やスポーツ競技団体、スポーツ推進委員協議会等と連携し、

市民の多様化するニーズに対応したスポーツ教室の開催やニュースポーツの指導・普

及等の機会をつくり、スポーツ活動への参加を促進します。 

（２）スポーツ関連団体との連携によるスポーツ環境の維持 

①スポーツ競技人口の減少に対応し、地域におけるスポーツや運動を行う環境を維持

するため、既存の仕組みを柔軟に見直し、最適な運営手法やルールを構築します。併

せて、生涯スポーツの拠点となる東運動公園など、各種スポーツ施設の適切な維持、

整備に取り組みます。 

②スポーツ関連団体と連携し、スポーツに取組む者の自主性・自律性を促す指導ができ

る質の高いスポーツ指導者（担い手）の確保、育成に努めます。また、競技人口の裾

野を拡大し、競技のレベル向上や好成績を残すことができる選手の育成を図ります。 

（３）新たなスポーツの振興 

ｅスポーツやアーバンスポーツ等の新たなスポーツの振興について、各種目の競技者

や市スポーツ協会と連携して、競技人口の増加や育成に取り組みます。 

 

関連する計画 

 市教育振興ビジョン（越前市教育大綱）  

 市スポーツ推進プラン 

 市スポーツ施設再配置計画 
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安全で安心して住み続けられるまち 

安全安心で、快適に、暮らせるまちをつくる 

 

政策２１  土地利用と都市構造 

政策２２  道路環境の整備 

政策２３  地域交通ネットワーク 

政策２４  住宅支援の充実 

政策２５  暮らしを支える上下水道 

政策２６  地域の防災 

政策２７  治水の機能向上 

政策２８  消防・救急・交通安全 

政策２９  暮らしの安心 

 

 

基本構想のテーマ ５ 
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政策２１  土地利用と都市構造 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）都市計画の基本的な方針である現行「市都市計画マスタープラン」は、旧武生市と旧

今立町が合併し、誕生した越前市のまちづくりの方針を示すものであり、策定後１５

年が経過しています。 

北陸新幹線越前たけふ駅開業という明確な都市構造の変化を目前に控えている現在、

新たな市都市計画マスタープランを策定し、「住み続けられるまち」をどのように実

現していくのかを示す必要があります。 

（２）現行の市立地適正化計画は、人口減少時代における市のまちづくりの考え方を示すも

ので、策定後５年が経過しています。 

都市構造の変化に合わせて内容を見直すとともに、近年顕著化している自然災害に対

する都市防災の考え方を改めて示す必要があります。 

 

 

 

 

 

  

■政策の目的 地域の特性を活かした安全で快適かつ機能的な都市構造を目指すとともに、

次世代に繋がる良好な自然環境との調和のもと、健康で文化的かつウェルビー

イングな都市生活及び機能的な都市活動の誘導を図ります。 

都市計画基礎調査 H２８年度、R３年度比較 

「中心拠点」「地域拠点」「広域交通拠点」の関係性から各地域の波及へ 
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取組みの方針 

（１）市都市計画マスタープランの策定（Ｒ５年度） 

①現行の市都市計画マスタープランの目標年度（Ｒ８）を前倒しし、第２期となる「市

都市計画マスタープラン」を策定します。 

②市役所本庁舎周辺の中心拠点、あいぱーく今立周辺の地域拠点、越前たけふ駅周辺の

広域交通拠点の位置付けを明確にするとともに、その関係性を整理します。 

③地域と共に地域別構想を考え、市民主体のまちづくりを推進します。 

（２）市立地適正化計画の改定（Ｒ６年度） 

①市都市計画マスタープランの策定に引き続き、市立地適正化計画を改定します。 

②居住誘導区域と都市防災の考え方を整理します。 

（３）計画推進（Ｒ７年度～） 

新しい市都市計画マスタープラン及び市立地適正化計画に基づき、三拠点を起点とし

た都市活力の向上を図るとともに、地域の個性を活かした魅力を向上していくことで、

まちを維持していきます。 

 

関連する計画 

 市都市計画マスタープラン  

 市立地適正化計画  

 市南越駅周辺まちづくり計画 
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政策２２  道路環境の整備 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）橋梁や舗装などの道路施設の老朽化が進行しており、道路交通の安全性を確保するた

め、計画的で効率的な維持補修を行う必要があります。 

（２）こどもの安全を最優先に、安心して交通できる道路環境を確保する必要があります。 

（３）頻発する自然災害に対し、災害に強いまちづくりを実現するため、市街地を取り囲む

道路ネットワークを強化する必要があります。また、市役所本庁舎周辺、あいぱーく

今立周辺、越前たけふ駅周辺と地域間の分散ネットワークを確保するため、既存の幹

線道路の維持改修を図る必要があります。 

（４）雪に強い交通網を確保するため、主要幹線の消雪施設整備や老朽施設の維持更新、除

雪体制を維持する必要があります。 

 

 

 

 

  

■政策の目的 快適で利便性の高い道路ネットワークを形成するとともに、安全安心な道路

交通を確保します。併せて、道路施設の老朽化に対し、計画的で効率的な維持

補修に取り組みます。 

橋梁の定期点検 除雪作業 

ガードレール設置 舗装補修 車止め設置 
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取組みの方針 

（１）道路ネットワークの強化 

①道路ネットワークを強化するため、市街地を取り囲む４車線の幹線道路などの整備

を促進し、災害時における緊急輸送路網を構築します。 

②地域間を結ぶ幹線道路の改修や舗装の補修等を計画的に行います。 

（２）通学道路の安全強化 

①児童生徒の通学などの安全を確保するため、交通量の多い道路などについて、道路改

良に合わせた歩道整備を推進します。 

②児童生徒の通学路については、関係機関との合同点検結果を踏まえ、グリーンベルト

や防護柵等の安全対策を促進します。 

（３）道路施設の安全確保 

①橋梁等の定期点検を５年に１回の頻度で行い、点検結果を踏まえ計画的に改修し、長

寿命化を図ります。 

②老朽化が進行している道路の舗装について、道路交通の安全性を確保するため、維持

補修を計画的に行い、予防保全への移行を推進します。 

（４）雪に強い道づくり 

①中心市街地と東部地域を結ぶ東西アクセス道路や緊急輸送路などの主要幹線の消雪

施設の整備を促進します。また、老朽化が進行している消雪施設について、円滑な道

路交通を確保するため、維持補修を計画的に行います。 

②除雪機械の老朽化やオペレータの高齢化による担い手不足などを解消するため、除

雪機械の更新やオペレータの育成を支援します。 

 

関連する計画 

 市国土強靭化地域計画 

 市橋梁長寿命化計画 

 市道路無雪化事業整備計画 

安全安心Ｐ 
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政策２３  地域交通ネットワーク 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）公共交通機関には、ＪＲや福井鉄道福武線、路線バス、市民バス、タクシーがあり、

２０２４年（令和６年）春に北陸新幹線と並行在来線ハピラインふくいが開業します。 

また、シェアリングエコノミーの進展にともない、従来の電車やバス、タクシーなど

の交通手段に加え、レンタカーやカーシェア、相乗りサービスなども地域の移動手段

として検討する必要があります。一方で、人口減少や高齢化の進展により、利用者数

の減少やニーズの変化が見込まれることから、公共交通機関の利用促進を図りながら、

高齢者や高校生などの移動制約者が、あらゆるエリアで手軽に乗りやすい交通手段を

確保することが必要です。 

（２）市内や丹南地域では観光地が点在していることから、目的地が分散することが想定さ

れます。このため、市民や観光客が、行きたい場所へ便利に移動できる手段を持続的

に確保することが必要です。 

（３）地域交通とまちづくりは密接な関係があります。北陸新幹線の敦賀開業や人生１００

年時代を迎えることから、特に、高齢者の買い物や通院などの移動といった社会活動

の基盤である地域交通の再整備が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２４年春に開業予定の北陸新幹線 越前たけふ駅 

■政策の目的 鉄道、路線バス、市民バス、タクシーなどが相互に連携した地域交通ネット

ワークの形成と充実を図り、誰もがいつでも安全に移動手段の選択ができ、移

動する喜びや楽しみ、幸せを実感できる交通まちづくりを目指します。 

１階待合室に設置された越前和紙の光壁 
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取組みの方針 

（１）手軽で乗りやすい交通の確保 

①市内を走る鉄道、バス、タクシーに加え、デマンド交通といった新モビリティサービ

スなどの多様な交通手段の組み合わせにより、高齢者や通勤・通学者の移動手段の確

保に取り組みます。 

②武生商工高校のキャンパス統合に合わせ、畷町地係に新駅が整備されることから、県

やハピラインふくい、地域とともに駅及び駅周辺の利便性向上や利用促進に取り組

みます。 

（２）北陸新幹線の利便性向上 

北陸新幹線越前たけふ駅の利便性向上のため、かがやき停車や停車本数の増加をＪＲ

に求めるとともに、駅と各拠点を結ぶ連絡バスや定額タクシー、レンタカーなどの誰も

が移動しやすい環境を整えます。 

（３）持続可能な鉄道サービスの支援 

福井鉄道福武線や並行在来線の持続可能な鉄道サービスの提供のため、県や沿線市町

とともに利便性の向上や車に頼り過ぎない住みやすいまちづくりなどに取り組みます。 

（４）地域交通の再整備 

トランジットモールや自動運転車、グリーンスローモビリティ（電動で、時速 20km未

満で公道を走る４人乗り以上の車両）などを活用し、まちづくりと連携した地域交通の

再整備に取り組みます。 

 

関連する計画 

 市北陸新幹線南越駅周辺整備基本計画  

 市南越駅周辺まちづくり計画 

 県並行在来線地域公共交通計画 

 福井鉄道交通圏地域公共交通計画 

 県嶺北地域公共交通計画（R5年度策定予定） 

地域交通Ｐ 

地域交通Ｐ 

地域交通Ｐ 
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政策２４  住宅支援の充実 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）働く世代や若い世代などに対し、定住を奨励し、転入や定住を促進する必要がありま

す。また、民間企業等と連携し、県内外に本市の各種住宅支援制度等を広く周知し、

定住やＵＩＪターンを促進する必要があります。 

（２）郊外での宅地開発等が進み、新規の住宅戸数は増加していますが、世帯数よりも住宅

総数が多く、既存住宅は既に飽和状態にあるため、空家の増加を抑制する必要があり

ます。また、まちなかの土地や建物などの権利関係の影響により郊外への居住が進み、

空家が増加しています。特に、東・西・南地区での空家は市内の約４０％を占めてお

り、重点的に空家の利活用を推進していく必要があります。 

（３）市営住宅の約７割が、昭和４０年代から昭和５０年代に建設され老朽化が進行してい

るため、計画的な長寿命化や耐震化が必要です。 

  

（出典：福井県建築物・住宅着工統計データ） 

（出典：福井県の人口と世帯（推計）） 

■政策の目的 働く世代や若い世代、子育て世帯等が住みやすく、魅力ある住まいを確保す

るため、充実した住宅支援を行い、住み続けたい、住んでみたいの思いとウェ

ルビーイングを後押しします。 
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取組みの方針 

（１）定住やＵＩＪターンの促進 

①働く世代や若い世代、特に新婚世帯や子育て世帯等の住宅取得や既存ストックを利

活用したリフォームへの支援を行うことにより、定住やＵＩＪターンを促進します。 

②市内企業の雇用拡大や職住近接を図るため、働く人の住まいとなる住宅の建設等を

推進します。 

（２）空家の利活用推進 

利活用可能な空家の購入やリフォーム等への積極的な支援を行います。特にまちなか

の空家については、空家情報や所有者等の意向等をデータベース化することにより、管

理不全物件や有効活用できる物件を把握し、利活用の促進に向けた更なる検討を行い、

居住誘導を図ります。 

（３）住宅に困窮している人への住まいの供給 

市営住宅の計画的な長寿命化や耐震化に取り組みます。 

 

関連する計画 

 市総合戦略  

 市市営住宅長寿命化計画  

 市中心市街地活性化プラン 

まちなかＰ 

まちなかＰ 
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政策２５  暮らしを支える上下水道 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

〇上水道 

（１）災害時のリスク分散のため、県水受水と地下水取水の水源の活用と水道管の管網整備

を引き続き行うとともに、安全安心な水を安定的に供給できる体制の維持が必要です。 

（２）高度成長期に整備した水道施設が耐用年数を迎えるため、水道管や浄水場等の耐震化

を踏まえた計画的な老朽化対策が必要です。 

（３）給水人口の減少や節水意識の高まりなどにより水需要の減少が予想されるため、なお

一層のコスト削減と経営の効率化が必要です。 

〇下水道 

（１）公共下水道事業の施設整備は概ね完了しますが、管路や処理施設の計画的な老朽化対

策が必要です。 

（２）令和２年度に公営企業会計に移行し、独立採算の経営に向け、下水道接続率の向上や

維持管理経費の削減を進めるとともに、適正な下水道使用料の検討が必要です。 

（３）７施設ある農林業集落排水施設の老朽化が進行し、今後の対応を検討する必要があり

ます。 

（４）合併処理浄化槽区域においては、良好な水環境を保全するため、合併処理浄化槽の一

層の普及促進が必要です。 

 

 

   

 

  

■政策の目的 健全かつ効率的な水道事業の運営に努めるとともに、「安全」「強靭」「持続」

を柱に、市民の暮らしを支えるうえで必要不可欠で、安全安心な水の安定供給

に取り組みます。 

下水道施設の計画的な更新や適切な維持管理及び合併処理浄化槽の普及促進

を行うとともに、経営基盤の強化など将来にわたって持続可能な下水道事業の

運営を行い、良好な水環境の保全を図ります。 

水道管の耐震化工事の様子 下水道の整備工事の様子 
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取組みの方針 

〇上水道 

（１）いつでもどこでも水を安定供給 

①越前管工事業協同組合と連携し、漏水や断水事故に対応する２４時間体制により、安

全安心で良質な水道水の安定供給を図ります。 

②簡易水道施設の統合を計画的に進めます。 

（２）老朽化水道施設の更新と耐震化 

①効率的・効果的な老朽管の更新に取り組み、管路の耐震化を計画的に促進します。 

②配水池や浄水場等の施設の老朽化した機械や電気設備を計画的に更新します。 

（３）水道の健全かつ安定的な事業運営 

コスト削減や経営の効率化を引き続き図るとともに、水需要の減少による管路のダウ

ンサイジングを行うなど、健全な事業経営に努めます。 

〇下水道 

（１）処理施設と管路の計画的な改築更新 

老朽化した管路及び処理施設の調査を計画的に行い、改築更新を実施するなど、適切な

維持管理に努めます。 

（２）下水道の健全かつ効率的な事業運営 

人口減少や節水機器の普及による汚水量の減少などを注視し、下水道接続の推進、コス

ト削減や経営の効率化を図るとともに、適正な下水道使用料を検討します。 

（３）老朽化農林業集落排水施設の更新と統合 

施設の計画的な更新を図るとともに、公共下水道への統合を検討します。 

（４）合併処理浄化槽の普及促進と適正管理 

合併処理浄化槽処理区域において、単独浄化槽や汲み取り式から合併処理浄化槽への

切替えを促進します。 

 

関連する計画 

 市水道ビジョン 

 市水道事業アセットマネジメント  

 市水道事業経営戦略 

 

 市下水道整備基本構想   市下水道事業経営戦略   

 市雨水管理総合計画 

 市公共下水道ストックマネジメント計画  

 市農業集落排水施設最適整備構想  
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政策２６  地域の防災 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）近年、全国各地で大規模な自然災害が発生しています。災害に備え、自助・共助・公

助が連携して機能する地域防災体制のさらなる強化が求められています。また、感染

症対策や避難所の環境改善のための備蓄品・資機材の充実や、老朽化した水防倉庫の

更新が課題となっています。 

（２）災害に備えて、平常時から防災意識啓発のため、市広報紙や洪水ハザードマップ、市

ホームページなどを活用し、市民の防災知識の向上を図るための周知啓発が必要です。

また、災害時においては、市から防災行政無線やテレビの文字情報など各種手段によ

る迅速な情報発信を行うとともに、市民自らも、積極的に情報の入手に努め、避難行

動につなげるための意識づけが必要です。 

（３）災害時に自ら避難できない高齢者や障がいのある方など避難行動要支援者に対し、区

長をはじめとする自主防災組織、民生委員、福祉関係者の協力のもと、共助による支

援体制づくりが必要です。 

（４）ほぼすべての町内において自主防災組織が結成されていますが、地域防災力の維持・

強化のため、防災リーダーとなる新たな人材確保と育成が課題となっています。 

（５）美浜・敦賀原子力発電所から市全域がほぼ３０km 圏内に位置することから、原子力

災害時の情報伝達と避難体制を充実させていくことが必要です。 

 

 

 

  

■政策の目的 災害から市民の生命と財産を守り、誰もが安全で安心して生活ができるよ

う、市民の防災意識を高めるとともに、総合的な防災体制の強化と防災対策の

充実を図ります。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

避難所の環境改善に向けた災害用資機材の整備 地区の防災訓練に参加する防災リーダー 
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取組みの方針 

（１）地域防災対策の充実 

①防災資機材や災害用備蓄物資（飲料水、食料品、毛布、その他感染症対策用品）の計

画的な整備・充実に努めます。 

②安全確保と輸送に適した配置を基本に、老朽化した水防倉庫の集約・更新を図ります。 

③各種災害に備え、市災害対策本部等の運営訓練を行います。 

④あらゆる危機事象に対する初動体制と情報発信による危機管理を行います。 

⑤災害時の備蓄品の保管や運搬の拠点として、交通結節点としての立地特性を持つ越

前たけふ駅周辺エリアに防災機能を誘致・整備し、地域防災体制を強化します。 

（２）防災意識の普及啓発 

①自治振興会や町内会での防災訓練の開催を支援します。 

②市政出前講座の実施や市広報紙での特集記事、防災グッズの展示、各種ハザードマッ

プの活用、気象情報や防災情報の入手方法の周知を含め、市民の防災意識を高めます。 

（３）避難行動要支援者の支援 

①区長をはじめとする自主防災組織、民生委員、地域福祉関係者に加え、新たに福祉事

業者の協力を得ながら個別避難計画を作成し、自ら避難することが困難な避難行動

要支援者の支援体制の充実を図ります。 

②個別避難計画などの情報を避難行動要支援者システムで適正管理します。 

③学校、福祉施設など要配慮者利用施設の避難確保計画の作成・更新及び避難訓練の実

施を支援します。 

（４）地域防災の取組みへの支援 

地域の防災体制の強化を図るため、自主防災組織リーダー育成研修の開催など、地域の

防災活動に対する支援を行います。 

（５）原子力災害時の避難強化 

国・県・原子力事業者などと連携し、原子力災害時の避難訓練を実施します。 

 

関連する計画 

 市地域防災計画 

 市水防計画  

安全安心Ｐ 

安全安心Ｐ 

安全安心Ｐ 
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政策２７  治水の機能向上 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）平成１６年７月の福井豪雨や平成２４年７月の越前市東部集中豪雨、令和４年８月の

大雨では、河川が氾濫し、家屋の浸水被害が多く発生しました。河川の氾濫や越水に

よる浸水被害を未然に防止するため、河川改修や用排水路改修等を計画的に行い、治

水安全度を向上させることが必要です。 

（２）宅地化等による内水氾濫が発生していることから、雨水による浸水被害を防止するた

め、計画的に雨水幹線を整備するなど、内水被害対策の推進が必要です。 

（３）土砂災害による被害を防止するため、砂防施設の整備や土砂災害特別警戒区域内の住

宅移転や補強を進めるなど、土砂災害対策の推進が必要です。 

 

 

 

 

  

■政策の目的 激甚化、頻発化する水災害や土砂災害から市民の生命と財産を守るため、治

水対策や土砂災害対策を推進し強靭化を図ることにより、被害の防止と軽減を

図ります。 

河川改修（護岸の補強） 浚渫（堆積土砂の撤去） 
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取組みの方針 

（１）河川などの治水対策の強化 

①洪水による災害発生を防止するため、県と連携し、吉野瀬川ダムの完成と吉野瀬川や

服部川等の河川改修を促進するとともに、計画的に市管理河川の改修を行います。 

②河川の状況について、定期的に巡回パトロールを行うとともに、流下能力を確保する

ため、危険性の高い箇所から計画的に堆積土砂の撤去と雑木の伐採を行います。 

③集中豪雨等による宅地の浸水や市道の冠水等を防止するため、計画的に用排水路の

改修を行います。 

④令和４年８月の局地的な集中豪雨により、日野川と大塩谷川において越水が生じた

ことを受け、国・県に対し河川改修事業の早期事業化を要望します。 

（２）雨水排水対策の促進 

①内水による浸水頻度の高い箇所において、被害発生の原因分析を行うとともに、計画

的な雨水幹線の整備を行います。 

②水害防止対策を強化するため、随時排水ポンプ設置の台数や箇所を見直し、効果的に

対応します。 

（３）土砂災害の防止 

①土砂災害による被害を防止するため、県と連携し、砂防施設の整備を促進します。 

②土砂災害特別警戒区域内の危険住宅の除去や移転、補強工事への支援を行います。 

 

関連する計画 

 市国土強靭化地域計画 

 市雨水管理総合計画 

安全安心Ｐ 

安全安心Ｐ 

安全安心Ｐ 
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政策２８  消防・救急・交通安全 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）各種災害に的確に対応するためには、消防職員のみならず地域の消防団員の対応力強

化が必要となりますが、全国的に消防団員数は減少しています。充足率は約９６%と

高い状況でありますが、今後、なり手不足が懸念されることから、入団者を確実に確

保していく必要があります。 

（２）住宅火災による死傷者の割合が最も高いことから、住宅用火災警報器の設置等につい

て啓発する必要があります。 

（３）救急業務に対する需要は増加傾向にあり、救急車の適正利用の啓発が求められます。

また、救命効果を高めるため、市民に対し応急手当の普及促進を図っていく必要があ

ります。 

（４）交通死亡事故は、高齢者による事故が極めて多く、高齢者の交通安全対策が課題です。

交通安全団体と連携して、市民への交通安全の啓発を継続していくことが重要です。 

（５）子どもが交通事故の被害者とならないよう、学校での交通ルールやマナー教育の徹底

とともに、通学路の安全確保が必要です。 

 

 

 

 

（出典：南越消防組合火災・救急・救助統計） 

■政策の目的 火災や災害、交通事故等から市民の安全を守るため、消防・救急体制の充

実・強化と迅速・確実な消防活動を確保し、また警察や交通安全団体などと 

連携し交通安全意識の啓発に取り組み、安全で安心な地域づくりを進めます。 

火災予防の広報活動 

消防団の活動 
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取組みの方針 

（１）消防体制の充実 

①訓練や研修受講を通じ、消防職員及び消防団員の災害対応力の強化を図ります。 

②計画的に車両等を更新整備し、消防施設や装備の充実を図ります。 

③消防団の活動内容のＰＲや入団促進に関する広報を行うとともに、消防団員が担う

役割や重要性を啓発していきます。 

（２）火災予防の推進 

火災による死傷者数を減少させるため、住宅用火災警報器の重要性など住宅防火に重

点を置いた講習会を開催し、市民の防火意識の普及啓発に取り組みます。 

（３）救急体制の充実 

①緊急性の高い傷病者を確実に搬送できるよう、救急車の適正利用を啓発します。 

②応急手当の普及促進を図るため、救命講習会等を積極的に開催し、ＡＥＤ（自動体外

式除細動器）を誰もが使用できる環境づくりに努めます。 

（４）交通安全意識の啓発 

①県、警察などの関係機関や交通安全団体と連携して、各地区での交通安全講習会や

「交通安全茶屋」などの交通事故防止の取組みを強化します。 

②ドライバーに対し、横断歩道で歩行者を見かけたら必ず停止するよう啓発します。 

③四季の交通安全県民運動期間中、事業所や交通安全協会、交通安全母の会などの各種

団体や、交通指導員による早朝や夕暮れ時の一斉街頭指導を実施します。 

④交通事故の被害者となりやすい高齢者に対して、夕暮れ時や夜間の交通安全対策と

して、外出時の反射材の普及に取り組みます。 

⑤自転車運転のルール遵守や保険加入を啓発します。 

（５）子どもへの交通安全教育 

①小中学校の児童生徒に、交通ルールとマナーの理解を深める安全教室の開催や、中学

校での自転車安全点検を実施します。また、高校生に対しても街頭指導などで交通安

全の啓発を図ります。 

②通学路の安全確保のため、グリーンベルトなどの交通安全施設の整備を進めます。  

 

関連する計画 

 市地域防災計画  

 市交通安全計画 
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政策２９  暮らしの安心 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）市消費者センターでの相談では、悪質・巧妙化した新たな手口の悪質商法、インター

ネット通信販売での消費者トラブルが増えるなど、消費者問題は複雑化・多様化して

おり、新たな情報提供や対応のため、相談員のレベルアップを図る必要があります。 

（２）高齢者の相談件数は高水準であり、３割強が７０歳以上の高齢者で、孤立化が懸念さ

れる高齢者の消費者トラブル防止と、被害の早期発見・解決を図る必要があります。

さらに、成年年齢の引下げに伴い、若年層への消費者教育の重要性が増しています。 

（３）知能犯件数は増加傾向であり、特殊詐欺被害防止のための対策が求められています。 

（４）登下校時の見守り活動を推進していますが、各自治振興会の組織運営や防犯隊員の高

齢化などにより、これまでどおりの活動を継続していくことが難しくなっています。 

（５）防犯カメラについて、県内トップの１１５台が設置され、地域の犯罪抑止力を高めて

きました。今後は、カメラの維持管理、機器更新等への支援について検討が必要です。 

（６）夜間の犯罪防止と通行人の安全を図るため、各町内で防犯灯を設置していますが、今

後も、危険度に応じて通学路や生活道路への防犯灯設置を進める必要があります。 

（７）令和４年１月の空家等は１，３５３件で、市民からの相談件数は令和３年度で１４９

件あり、空家への関心が高まっています。適正管理を指導していますが、相続人不明

などで所有者を特定できず、空家問題が解消できない現状にあります。 

（８）老朽危険空家に加え、令和２年度から準老朽空家補助制度を、３年度から狭隘道路に

面した空家解体の加算を新設しました。相続人不明や多額な解体費用などのため、制

度利用件数は、２年度は３件、３年度は４件に留まっています。 

 

 

 

  

■政策の目的 市民誰もが安心して暮らすことができるよう、消費者トラブル防止のための

対策や子どもの見守り活動などの防犯対策、老朽危険空家の発生防止など地域

ぐるみの取組みを推進します。 
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取組みの方針 

（１）消費者相談における体制の充実 

消費者トラブルに係る相談員のレベルアップと、県センターと連携を強化します。 

（２）消費者の自立支援と消費者問題に関する意識向上 

①高齢者等の要支援者に対し、情報提供と注意喚起を行い、被害の未然防止を図ります。 

②成人年齢引き下げに対応するため、学校等での消費者教育・啓発活動に取り組みます。 

（３）特殊詐欺被害防止 

市防犯隊は、警察との連携により、継続して詐欺被害防止の啓発活動を行います。 

（４）子ども見守りや防犯活動の維持・強化 

①ＰＴＡ、自治振興会や市防犯隊による日常的な子どもの見守り活動など、地域での自

主防犯活動を支援し、子どもたちの安全を守ります。 

②市防犯隊は、イベントの雑踏警備や年末特別警戒等での防犯パトロールの強化、警察

との連携による行方不明者の捜索活動へ協力します。また、若年世代に対しても積極

的に加入促進を図ることで、市防犯隊の維持・活性化に努めます。 

（５）防犯カメラの維持・更新 

地区の防犯カメラの維持・更新に係る支援について、自治振興会と検討を進めます。 

（６）防犯灯の設置促進 

夜間の歩行者等の安全性を高め市民を犯罪から守るため、ＬＥＤ防犯灯及び通学路用

防犯灯の設置・管理について、市や町内会の役割分担の中で設置・管理に取り組みます。 

（７）老朽危険空家の適正管理 

①空家の適切管理に関する相談対応、助言・指導を行います。 

②空家への早期の適正管理を促すとともに、空家管理代行サービスを支援します。 

（８）老朽危険空家の解体促進 

①老朽危険空家解体支援制度を拡充し、危険な空家による被害等の発生を防止します。 

②市民の安全を守るため、緊急安全措置による対応や法に基づく代執行を行います。 

 

関連する計画 

 市安全安心な消費生活実現プラン  

 市空家等対策計画 
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つながりが心地よいふるさと 

地域の人が支え合い、あたたかなふるさとづくりを進める 

 

政策３０  市民自治と市民活動 

政策３１  人権尊重と男女共同参画 

政策３２  多文化共生 

政策３３  経営的な行財政 

政策３４  市政新デザイン 

 

 

 

基本構想のテーマ ６ 
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政策３０  市民自治と市民活動 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）人口減少や核家族化の進展、価値観の多様化や外国人市民の増加などの社会情勢の変

化にともない、町内や地域における市民の共同意識や連帯感が薄れつつあります。近

年では、町内会活動や自治振興会活動の担い手の不足など、地域コミュニティの活力

低下が課題となっており、個々の町内会や自治振興会が抱える問題への対応と、きめ

細やかな支援が急務となっています。 

（２）市民交流センター（※１）を拠点に、市民活動や市民のボランティア活動を総合的に

支援し、市民の公益的な活動への理解と参加促進を図ってきました。市民活動団体（※

２）やＮＰＯ法人などが、自立的かつ安定的に活動が継続できるよう、市民活動団体

の育成や活動に対する支援のほか、団体間の連携や活動のネットワーク化を図ること

が必要です。 

地域の歴史と風土の中で育まれてきた祭りなどの伝統行事には失われつつあるもの

もあり、後継者の育成や伝統行事に触れる機会を提供していく必要があります。 

 

 

 

 

  

地域ミーティングの様子 

■政策の目的 町内会や自治振興会の活動が活性化し、子どもから大人まで様々な人が地域

活動に参加することで、住み続けたいと思える地域となり、市との協働により

地域課題の解決に取り組めるよう、元気と活力のあるウェルビーイングな地域

づくりを進めます。 

※１ 市民交流センター…市民活動団体の活動支援や交流促進の機能を備える施設として、アル・プラザ武生の３階に整備（令和元年１１月 

オープン） 

※２ 市民活動団体…市内で活動している市民活動団体、自治振興会、健康づくり推進委員会、子ども会、女性会、シニアクラブ、芸術・文

化団体、スポーツ団体、ＰＴＡなど、非営利で公益的な活動をしている団体。 
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取組みの方針 

（１）持続可能な地域コミュニティの再生 

①自治振興会を中心とした地域コミュニティ活動を継続して支援します。 

②地域自らが未来の姿を描いた地区ビジョンの実現につながるまちづくり活動を支援

します。 

③町内会や自治振興会と市が連携し、市民が参画しやすい環境づくりや、人口減少・少

子高齢化など社会情勢の変化に対応できる地域づくりを目指します。 

④各区長への協力依頼業務をゼロベースで見直し、持続可能な町内自治と協働のあり

方を検討します。 

⑤自治振興会の事業をゼロベースで見直し、持続可能な地域自治と協働、行政による運

営サポートのあり方を検討します。 

（２）市民活動への支援推進 

①市民活動団体等との連携を強化し、公益的活動を支援します。 

②市民交流センターを拠点とした市民活動の活性化を図ります。 

③地域の宝である伝統行事を知ることができる機会づくりに努めるとともに、地域住

民の主体的な保存活動を応援します。 

 

関連する計画 

 地域自治振興計画（各地区自治振興会・３箇年） 

 行政協力に関する協定（市・自治連合会・各地区自治振興会） 

 市多文化共生推進プラン  
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政策３１  人権尊重と男女共同参画 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）個人の意識や行動、社会慣習の中には、差別や偏見が未だに存在しています。誰もが

互いに尊重し合える社会の実現を目指し、関係機関と連携を図りながら様々な啓発活

動を行い、市民の人権尊重意識の普及・高揚を図る必要があります。 

（２）社会情勢の変化に伴い、インターネット上での人権侵害やＬＧＢＴＱなど性的少数者

への差別が顕在化するなど、人権課題は多様化・複雑化しています。市民一人ひとり

が互いの個性や人権を尊重し、だれもが自分らしく暮らせるまちを目指して導入した

「パートナーシップ制度」について広く周知啓発を行うなど、多様な性をはじめ、新

たな人権課題等への社会的理解を深め、適切に対応することが求められています。 

（３）近年、男女共同参画意識の醸成は着実に進んできてはいるものの、社会の制度や慣行、

人の内面化された意識の中には、固定的な性別役割分担意識が根強く残っています。

男女が互いに優れた個性を認め合い、その能力を最大限に発揮できる社会の実現に向

け、一人ひとりの意識づくりが求められています。 

（４）女性の就業率が高く、共働き世帯も多い本市において、男女共同参画を推進するため

には、女性が能力を十分に発揮し活躍できる社会環境づくりが必要です。画一的な働

き方を変革し、一人ひとりのライフスタイルに応じた、多様で柔軟な働き方の実現に

向けた取組みを進める必要があります。 

 

 

 

 

  

越前市パートナーシップ宣誓制度導入記念で開催した 

「にじいろ写真撮影会」 

■政策の目的 一人ひとりが個人として尊重され、あらゆる差別や偏見による不平等な扱い

を受けることなく、誰もが自分らしく暮らせ、ウェルビーイングなまちの実現

に向けた取組みを推進します。 

（出典：「令和２年国勢調査 就業状態等 福井県結果の概要 市町の状況」） 
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取組みの方針 

（１）人権意識の向上 

市民一人ひとりの人権に対する理解を深めるため、人権講演会の開催や人権の花運動

の実施等、市民に広く学習・啓発の機会を提供し、市民の人権意識の高揚を図ります。 

（２）多様化する人権課題への対応 

①ＬＧＢＴＱなど性的少数者の困難や生きづらさの解消に繋げるため、県内で初めて

導入した「パートナーシップ制度」の普及・啓発に努めるとともに、多様化・複雑化

する人権課題について、関係機関と連携しながら柔軟かつ的確に取り組みます。 

②パートナーシップ制度導入の趣旨が市民に広く浸透し、当事者のみなさんが社会生

活上のサービスや配慮を受けやすくなるなど、誰もが暮らしやすい、ウェルビーイン

グなまちを目指し、取組みを進めていきます。 

（３）男女共同参画社会の実現 

①性別による固定的な役割分担意識の解消に向け、地域や家庭、事業所などでの男女共

同参画を進めるとともに、女性があらゆる分野において能力を発揮し、活躍できるよ

う支援します。 

②男女共同参画についての理解を深めるため、講座や研修会等の啓発活動を推進し、女

性参画の必要性についての意識啓発を進めます。 

（４）男女がともに活躍できる環境づくり 

①男女がともに仕事、家庭、地域などの活動に参画できるよう、多様な働き方や働きや

すい環境整備などを進めるとともに、仕事と生活の調和がとれた働き方の啓発に努

めます。 

②あらゆる分野における意思決定過程に女性の参画を進めるため、女性の登用を促進

し、継続的な周知啓発を図ります。 

 

関連する計画 

 市男女共同参画プラン 
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政策３２  多文化共生 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）外国人市民と日本人市民が共に地域で暮らす生活者として多様な価値観を認め合

い、互いの文化や生活習慣の違いを理解尊重するとともに、互いに支え合いながら

安心して安全に生活していくため、地域における共生意義の醸成に向けた取組みが

求められています。 

（２）本市では令和４年１０月１日現在、約５，０００人（総人口の６．２％）の外国人市

民が生活し、年々定住化が進んでいます。外国人市民は、本市の経済活動を支える上

で大きな活力となっており、外国人市民にとっても住みやすいまちづくりが重要です。

一方で、言語や文化、価値観の違い等により、地域におけるコミュニケーションや情

報の伝達等に関する課題が顕在化しており、外国人市民の生活を支援する環境や体制

を整備する必要があります。特に、災害発生時など、緊急時における外国人市民への

確実な情報伝達は重要な課題となっています。 

 

 

 

 

 

  

日本語教室 

■政策の目的 日本人市民と外国人市民が、互いに国籍や文化の違いを認め合い、支え合い

ながら、同じ市民として、共に安心して幸せを実感できる、多文化共生社会の

実現を目指します。 

 

越前市の外国人市民の推移 

 

（人） 
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取組みの方針 

（１）多文化共生意識の向上と多文化理解の推進 

①日本人市民と外国人市民が、互いに異なる文化や価値観を理解し、それぞれの違いを

認めたうえで、ともに地域の担い手として活躍できるよう、出前講座の開催等により、

多文化共生の意識啓発と醸成に取り組みます。 

②外国人市民が、住みやすさや楽しさを実感でき、自分らしくいられる居場所を持てる

よう、関係団体と連携を図りながら、講座やイベントの開催等、必要な施策に取り組

みます。 

③外国人市民防災リーダーを養成し、誰一人取り残さない災害情報の迅速な伝達に取

り組みます。 

④外国人市民の防災訓練への参加を促進するとともに、地域住民と連携した防災体制

を強化するため、外国人市民防災リーダーを中心とした外国人市民の自助・共助の意

識の醸成を図ります。 

（２）外国人市民への生活支援 

①外国人市民が安心して生活できるよう、日常生活に関する相談体制の充実や災害時

の情報提供など、関係機関と連携し、在住外国人への生活支援を推進します。 

②外国人市民も等しく必要な情報や行政サービスが受けられるよう、生活情報の多言

語化や「やさしい日本語」の普及を進めます。 

③在留外国人の様々な相談に迅速に対応し、適切な相談機関に繋げられるよう、情報提

供・相談を多言語で一元的に行う「多文化共生総合相談ワンストップセンター」の安

定的な運営に取り組みます。 

 

関連する計画 

 市文化共生推進プラン 
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政策３３  経営的な行財政 

 

（出典：越前市「主要な施策の成果決算報告書」、「決算カード」） （出典：越前市「市税の概要」） 

  

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）市民にとって必要な公共施設の大規模更新や、積極的な企業立地支援を行ってきたこ

とから、市債など将来への負担額が増加しています。将来負担比率は県内９市の中で

特に高い数値であり、この数値の低減は喫緊の課題となっています。 

（２）公共施設やインフラ資産については、今後、施設の大規模改修や建替えなど更新費用

の増大が見込まれることから、施設のあり方を検討していく必要があります。 

（３）複数の市町とともに効率的かつ効果的に対応すべき事業や解決すべき課題が増えて

いることから、関係市町と適切な役割分担を行い、連携して取り組む必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■政策の目的 持続可能な行財政運営を維持するため、自主財源の確保を図り、計画的・効率

的な財政運営に努めるとともに、公共施設の総合的かつ計画的な管理や、広域的

な行政課題への対応に取り組みます。 
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取組みの方針 

（１）健全で安定した財政運営 

①将来にわたり持続的かつ自立した財政運営を目指すため、新たな産業領域での活性

化やふるさと納税の推進などによる収入の確保に取り組みます。また、民間の投資と

活力を引き出す、ＰＰＰ／ＰＦＩの活用も検討していきます。 

②新規に起債（資金調達）する場合は、返済中の元金償還額を超えない額に抑制するこ

とにより将来負担比率の改善に努めるとともに、市行財政構造改革プログラムにお

いて適正な目標値を設定し、財政の健全化を図ります。 

③一般財源の確保及び市民の税負担の公平性の観点から、良好な収納率をさらに高め、

特に現年課税分の収納率を高水準で推移させることで、滞納額の抑制に繋げます。 

（２）計画的で適正な財産管理 

公共施設等の長寿命化に取り組むとともに、将来の人口動態や施設の利用状況を踏ま

え、公共施設の最適化を図ります。 

（３）広域行政の推進 

福井県丹南広域組合やふくい嶺北連携中枢都市圏などを軸に関係市町と連携して、広

域観光をはじめ様々な事業の拡充と事務の効率化に取り組みます。 

 

 

関連する計画 

 市行財政構造改革プログラム  

 市中期財政計画  

 市公共施設等総合管理計画   

 ふくい嶺北連携中枢都市圏ビジョン など 
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政策３４  市政新デザイン 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

（１）市が担う行政サービスについて、デジタル技術やデータを活用し、業務効率化を図り、

人的資源を行政サービスの更なる向上に繋げていく自治体ＤＸの推進が求められて

います。 

また、市民が暮らしやすくなるために、多様な団体が連携して、デジタル技術等を活

用した新たなサービスを作り出すことが期待されています。 

そして、全ての市民が取り残されることなく、一人ひとりのニーズに合ったサービス

を選ぶことができ、多様な幸せが実現できるデジタル社会の実現が求められています。 

（２）市民が行政に求める内容が多様化・複雑化しています。市民参画による開かれた市政

運営をさらに進めるために、市民が求める情報やニーズを的確に把握し、必要とされ

ている情報を行政から積極的に提供していくことが求められています。 

（３）市総合計画を実効的に推進していくために、基本理念である「ウェルビーイング（幸

せの実感）」について、定期的に市民意識調査などを実施して、評価が高いのものは

さらに伸ばし、評価の低いものは改善することで、市民のウェルビーイングをさらに

向上させていく必要があります。 

（４）行政サービスの領域拡大や住民ニーズの高度化・多様化が進むなか、様々な行政課題

に効率的かつ機動的に対応できる組織体制を構築する必要があります。 

 

 

■政策の目的 社会情勢の変化に適切に対応するため、市民のためのＤＸ、地域社会のデジ

タル化、市民参加による開かれた市政運営、わたしたちのウェルビーイングな

どに取り組み、市民目線に立った新たな行政スタイルの形成を進めます。 

高度化・多様化する行政課題に対して効率的かつ機動的に対応できる組織体

制づくりを進め、職員の意欲と能力の向上を図ります。また、市民の目線に立

った施策を立案・遂行できる職員の育成を図ります。 
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取組みの方針 

（１）市民のためのＤＸの推進 

①１２の重点プロジェクトの推進においては、ＡＩ、ＩｏＴ、データなどのデジタル技

術を最大限に活用し、２０４０年に向け独自の、新たな取組みを推進していきます。 

②自治体業務の生産性向上を図るために、デジタル業務基盤を整備し、作業の自動化や

業務の見直しを進め、質の高い市民サービスの提供を図ります。 

③地域社会のデジタル化を進めるために、多様な市民団体などと連携し、地域課題の解

決のため、多様なデジタル技術を活用した取組みを支援します。 

④インターネット上の仮想空間「メタバース」上に、本市の街並みや伝統的工芸品など

を再現し、世界へ地域の宝を発信します。また、メタバース空間を窓口に、悩みを抱

える人とのコミュニケーションや相談ができる環境づくりを研究します。 

（２）市民参加による開かれた市政運営 

①市民が知りたい市政情報を市から積極的に発信することで、市民参加を促進します。 

②多様な市民ニーズの把握のため、ＳＮＳなど多様なコミュニケーションツールを活

用し、市民参画と協働による双方向コミュニケーションを充実させ、市民の誰もが気

軽に市政に参加できる取組みを推進します。 

③市民と市のコミュニケーションの場として、地域ミーティング、ふるさとミーティン

グ、各種団体とのミーティングなどの様々な意見交換会を開催します。 

④市広報紙や市ホームページ、ＳＮＳ、ＣＡＴＶ等の様々な情報発信手段を利用して、

全ての世代に必要な情報を迅速かつ正確に届けられるよう情報発信の質を高めると

ともに、行政だけではなく、市民もＳＮＳ等により自ら発信する仕組みを整備します。 

⑤個人情報を保護し市民への説明責任を果たすとともに、情報公開の推進に努めます。 

（３）わたしたちのウェルビーイング 

①わたしたちのウェルビーイングを向上させていくために、定期的に市民意識調査な

どを実施、評価し、チャレンジプロジェクトや政策の見直しに展開させます。 

②ウェルビーイングを評価する指標については、市民意識調査などによる主観的指標

と自治振興会、町内会などの「地域指標」、統計などの客観的指標を組み合わせ、本

市独自の評価指標を継続的に試行し、全国のモデルとなるようブラッシュアップし

ていきます。 

（４）組織力の向上 

①多様な行政課題に的確かつ機動的に対応するため、業務量に見合った人材の獲得と

デジタル技術などの専門性を持つ人材の確保・育成に努めます。 

②行政サービスの質の向上を図るため、デジタル技術の活用や職員の適正配置等を通

じて、効率的かつ効果的な組織体制を構築します。また、職員のウェルビーイングを

高めることで、市民のウェルビーイングの向上にもつなげていきます。 
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第５章 越前市民の想い 

 

１ 市民意識調査から見えた市民の想い 

 市民意識調査では、市民の皆さんが抱える課題や、これまでの本市の施策に対する満足

度を把握するとともに、ウェルビーイングの観点からの設問を設け、市民の皆さんの幸福

実感についても調査しました。 

 

 

調査対象者 一般市民（越前市に居住している１８歳以上の市民） 

抽出方法 住民基本台帳から対象者を無作為に抽出し配布 

調査期間 令和４年４月２５日～６月８日 

調査方法 調査票による本人記入形式 

調査項目数 ６４問 

配布・回収方法 郵送配布・郵送回収 

配布数 ４，０００件 

有効回収数 １，０８６件 

回収率 ２７．２％ 
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（１）越前市への定住意向 

 市民の８割以上が住み続けたい（どちらかといえば住み続けたいを含む）と感じていま

する。年齢別でみると、１０歳代から２０歳代では市外への転出希望が多い傾向があり、

年代が上がると、住み続けたいと感じる人の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1082）

男性（ N=504）

女性（N= 572）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10歳代、20歳代男性

（N=44）

10歳代、20歳代女性

（N=43）

30歳代から50歳代男性

（N=184）

30歳代から50歳代女性

（N=243）

６０歳代以上男性

（N=276）

６０歳代以上女性

（N=286）

住み続けたい どちらかといえば住み続けたい

どちらともいえない どちらかといえば市外へ移りたい

市外へ移りたい

年代別に見ると 
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（２）定住意向と居場所、舞台の相関関係 

定住意向と「あなたの住んでいる地域に自分の居場所があると感じますか？」「あなたの

住んでいる地域に自己表現ができたり・活躍できる場があると感じますか？」という設問

の相関関係を見てみると、住み続けたいと思っている人ほど、住んでいる地域に居場所や

舞台があると感じている傾向があります。（「強くそう思う」の割合が高い） 

 

①定住意向と居場所の相関 

 

 

②定住意向と舞台の相関 

 

 

 

24.1% 24.7%

51.5%
65.5%

80.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1 2 3 4 5
居場所実感（「全くそう思わない」1点 ー「強くそう思う」5点）

住み続けたい どちらかといえば住み続けたい
どちらともいえない どちらかといえば市外へ移りたい
市外へ移りたい

32.3% 35.4%

60.7%
69.5%

82.5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1 2 3 4 5
舞台実感（「全くそう思わない」1点 ー「強くそう思う」5点）

住み続けたい どちらかといえば住み続けたい
どちらともいえない どちらかといえば市外へ移りたい
市外へ移りたい
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（３）主観的幸福度と居場所、舞台との相関関係 

「現在、あなたはどの程度幸せですか？」（「とても幸せ」を１０点、「とても不幸」を０点

とする。）という設問と居場所、舞台との相関関係を見てみると、居場所や舞台があると感

じている人ほど、主観的幸福度が高い傾向があります。 

 

主観的幸福度と居場所の相関（平均値） 

 

 

主観的幸福度と舞台の相関（平均値） 

 

 

4.59

5.31

6.59

7.74

8.65

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1

（全くそう思わない）

2 3 4 5

（強くそう思う）

5.39

6.18

7.04

8.05

8.79

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1

（全くそう思わない）

2 3 4 5

（強くそう思う）

（とても幸せ） 

（とても不幸） 

（とても幸せ） 

（とても不幸） 
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（４）市民が期待するまちづくり 

「今後、越前市はどんなところに力を入れたまちづくりをするべきだと思いますか？」を

選択式（１９項目から３つを選択する方式）で尋ねたところ、「住宅や働く場所が充実して

いて、若者が定住する魅力あるまち」を最も多くの方が選びました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）新たなまちづくりのキーワード 

「本市の新たなまちづくりをイメージするキャッチフレーズをお書きください。」という

設問の回答について、ＡＩによる分析で頻出する単語を抽出した下図では、「住みやすい」

「暮らしやすい」「暮らせる」といった「暮らし」や、「ウェルビーイング」「幸福度」「幸

せ」といった「幸福」に関するキーワードが多く見受けられた。 

 

 

 

0 100 200 300 400 500

住宅や働く場所が充実していて、若者が定住する魅力あるまち

治安が良く、災害に強い、安心して暮らせるまち

高齢化に対応し、生涯を通じて健康に過ごすことができるまち

子どもを安心して産み、育てることができるまち

新幹線駅を中心としたにぎわいのあるまち

道路、公園、上下水道など生活基盤が整った住みよいまち

自然環境や景観に配慮したまち

産業の振興と雇用の場が充実したまち

固有の歴史や伝統・文化を生かしたまち

家庭・学校・地域などでの生涯学習の機会や、教育環境の充実した…

人々のふれあいやコミュニティ活動が盛んなまち

丹南エリアでの連携強化

文化や芸術、スポーツなどを通じた交流や活動が盛んなまち

地域の宝の発信などブランド力の強化

デジタル技術を活用したまち

各地区の特性を生かした個性あふれる自立したまち

多文化共生の理念に基づいたまち

脱炭素社会に向けた環境にやさしいまち

その他

※ユーザーローカル テキストマイニングツール（ https://textmining.userlocal.jp/ ）による分析  
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工業

商業

農林業

労働環境

環境

観光
文化

情報発信

子育て

高齢者

障がい者

健康

地域福祉

教育

生涯学習

スポーツ

防災

治山治水

防犯

消防救急

暮らし

土地利用

都市構造

住環境

公共交通

市民自治

市民交流

人権、男女平等情報公開

行財政運営

広域化

電子自治体

-0.550

-0.350

-0.150

0.050

0.250

0.450

0.650

30.00 35.00 40.00 45.00 50.00 55.00 60.00 65.00 70.00 75.00

（６）施策の満足度と重要度 

・右上のグループは、市民の重要度も満足度も高く、市の強みとなる政策と言えます。特

に子育ては、重要度が高く、満足度も高い状況です。 

・右下のグループは、重要度が高いが満足度が低く、市の課題となる施策と言えます。特

に公共交通と商業は重要度が高く、満足度が低い状況です。 

満

足

高 

低 

高 重要度 低 
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２ ワークショップ等から見えた市民の想い 

 

市民意識調査以外にもこれからのまちづくりに向けて、本市の理想の姿、まちの魅力や

改善点、市民一人ひとりができること等について話し合うワークショップ、地域ミーティ

ングやアンケート等を実施しました。 

 

▼武生商工高等学校（工業キャンパス）   ▼武生商工高等学校（商業キャンパス） 

     

▼武生東高等学校             ▼武生高等学校 

 

▼仁愛大学                ▼異業種交流会 

 

▼子育て世代               ▼地域ミーティング 
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（１）高校生とのワークショップ 

■主な意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２０４０年の越前市の望ましい将来像】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「魅力発信」「訪れたくなる」「楽しめる」 

・映えを意識した魅力あふれるまち            

・たくさんのファンがいるまち 

・訪れたくなるまち 

・楽しめる施設があるまち 

■「幸せ」「最高」 

・「幸せ」と「食」をいかしたまち 

・みんなが最高なまち 

・若者が幸せなまち 

（参考：福井県 期ビジョンワークショップのグラレコ） 

 

■「仕事」「働きやすい」 

・仕事場がたくさんあるまち          

・働きやすいまち 

■「自然」「環境」 

・環境にやさしいまち 

・自然豊かなまち 

■「買い物」「便利」 

・買い物に便利なまち 

・交通の便がいいまち 

特性 

・自然豊か、空気がおいしい、コウノトリが住める環境 

・食べ物がおいしい 

・給食がおいしい 

・スターバックスがある 

・求人が多い 

・越前和紙や越前打ち刃物など、伝統工芸品がある 

・伝統文化がたくさんある 

・治安が良い 

・親切な人が多い 

・武生中央公園がにぎわっている 

・外国人がたくさん住んでいる 

・子育てがしやすい 

課題 

・大型商業施設がない 

・商店街に活気がない 

・自然が多すぎて動物や虫が多い 

・ごみのポイ捨てが多い 

・若者が遊べる場所がない 

・大学が少ない 

・交通マナーが悪い 

・道路や歩道ががたがた 

・街灯が少ない 

・電車やバスの便が悪い 

・外国人に向けての対応が不十分 

・市の PR 活動が少ない 

 

-135-



（２）子育て世代とのワークショップ 

■主な意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２０４０年の越前市の望ましい将来像】 

 

 

 

 

 

 

 

 

特性 

・自然が身近にある 

・大きな企業があり、求人倍率が高い 

・共働きが多いことから収入が安定している人が多い 

・伝統工芸が確立している 

・子育てしやすい、仕事と両立しやすい 

・病児保育や医療費補助制度がある 

・だるまちゃん広場など素晴らしい施設がたくさんある 

・まちなみ景観が素晴らしい 

・のんびり過ごせて住みやすい 

・地域の繋がりが強い 

・福井県の中心に位置しており、移動に便利 

課題 

・魅力的な商業施設がない 

・中心市街地に人がいない 

・魅力的な観光地・観光コンテンツがない 

・いいものはあるがＰＲが弱い 

・子育て支援の内容がわかりづらい 

・東 の交通網が不 分 

・公共交通が不便 

・降雪時の交通が不便 

・産婦人科、小児科、大きな病院が不足している 

・空き家が多い 

・地域の繋がりが強い一方で閉鎖的、保守的 

・ブラジルに特化したまち 

■「子育て」「新婚」 

・新婚世帯が住みたいまち№１ 

・子育てしやすいまち 

■「医療」「介護」「高齢者」 

・高齢者に特化したまち 

・介護するなら越前市 

・医学を極めるなら越前市 

■「仕事」「働きやすい」 

・先端技術企業が立地し、魅力的な仕事があるまち 

・働きやすいまち 

■「伝統」「新しい」 

・伝統と新しいものが融合するまち 

・伝統文化を大切にしているまち 

■「異文化」「ブラジル」 

・異文化交流が盛んなまち 
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（３）若者世代とのワークショップ 

■主な意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２０４０年の越前市の望ましい将来像】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

特性 

・教育が丁寧、きちんと徹底して行う 

・子どもたちが遊ぶ公園がある 

・昔からのまちなみが残っている 

・パートナーシップ制度福井県初導入 

・伝統産業がある 

・中央公園がにぎやか 

・自然が多い 

・治安が良い 

・外国人が多い 

・大きい会社が多い 

・地元意識が強い 

課題 

・若者が遊ぶ場所がない 

・駐車場が少ない 

・市の知名度が低い 

・人口が少ない 

・雪が多い 

・交通の利便性が悪い 

・商業施設が少ない 

・飲み屋が少ない 

・公園などでもっとイベントをしてほしい 

・中心市街地外の街灯や歩道が少ない 

・勉強するところがない 

■「子ども」「教育」 

・子どもの意見が反映されるまち 

・ふるさと教育をしっかり行う 

・地域と教育を結びつけたまち 

■「自然」「つながり」 

・自然を活かしたイベントがあるまち 

・つながりがあるまち 

 

■「地元」「U ターン」 

・戻ってきたい！地元愛のまち 

・地元 U ターンが多いまち 

■「伝統」 

・伝統文化を使った観光業で県外の方が楽しめる 

■「外国人」「ブラジル」 

・外国人と共存するまち 

・ブラジル村をつくる 
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地域ミーティング、各種団体との会議や市ホームページ等で、越前市の良いところや改

善すべきところ、目指す将来像や将来像実現のために必要な取組みについてお聞きしまし

た。 

■主な意見 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【２０４０年の越前市の望ましい将来像】 

■「子育て」「福祉」「幸せ」            

・子育て環境が良く子どもがのびのび育つまち 

・子どもから高齢者まで生き生きと生活できるまち 

・市 が幸せを実感できるまち 

・安心して暮らせる福祉の行き届いたまち 

■「思いやり」「認め合う」「支え合う」 

・外国の方にもやさしいまち 

・人とたくさん関われる楽しいまち 

・個々の多様性を認め合えるまち 

・すべての人が地域で活躍し支えあって生きるまち 

■「伝統」「文化」「歴史」 

・伝統を伝えられるまち 

・紫式部を活かしたまち 

・越前国府 1300 年の歴史文化が薫るまち 

課題 

・産業が盛んであるが、県外の人にアピール不足  

・若者が魅 を感じる施設（ 間含む）が りない 

・中心市街地に観光施設がない 

・新幹線駅前の活性化 

・自然に関する観光資源の磨き上げに力を入れてほしい 

・伝統はあるが、一部にしか伝わっていない 

・限界集落で農業被害防止のための防護柵を設置する人

員が足りない 

・市街地の空き家が多い 

・無料駐車場が少ない 

・高齢化による高齢者の移動手段の確保、交通網整備 

・高齢化率の高い地域の生活環境 

・高齢化により後継者不足 

・高学歴化するにつれ若者が県外に出ていく 

・地域のコミュニティが希薄になってきている 

・いいものはあるがＰＲが下手 

特性  
・歴史と文化の伝統が今に引き継がれている 

・和紙、打ち刃物、指物などの伝統工芸が盛んなところ 

・先端産業を活かしている 

・しっかりとした産業があり雇用の場が確保されている 

・品質の良いもの（農産物含む）を作っているところ 

・自然が多く住みやすい 

・子育て環境が充実している 

（てんぐちゃん広場、だるまちゃん広場など） 

・町内それぞれで集いをしていて高齢者の方々が元気 

・町内自治がしっかりしている 

・地域の繋がりが強い 

・自然災害が少なく安全 

・戦災、震災を受けずに歴史の記憶が道路として残って 

いる 

・古さと新しさがほどよく交じり合っている 

・外国人にとっても住みやすい 

■「住みたい」「訪れたい」「自慢」            

・若者が住みたくなるまち             

・ずっと住み続けたい、ここで生活したいと思える

まち 

・住んでいる地域を自慢できるまち 

■「活気」「にぎわい」  

・活気とにぎわい溢れるまち 

・あるいてまわれるまち 

・まちなかにも郊外にも人が集まるまち 

・雇用の場が確保されて安心して元気に働けるまち 

■「チャレンジ」「やりがい」 

・チャレンジや参加が可能なまち 

・思いを言葉にでき、受け入れ合えるまち 

・市   ひとりが き きと持っている を発揮

できるまち 
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